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平成28年６月定例会 地方創生対策特別委員会（付託）

平成28年６月24日（金）

〔委員会の概要〕

中山委員長

ただいまから，地方創生対策特別委員会を開会いたします。（10時33分）

直ちに，議事に入ります。

本日の議題は，当委員会に係る付議事件の調査についてであります。

付議事件につきましては，お手元に御配付の議事次第のとおりであります。

まず，議案第15号，神山国府線緊急地方道路整備工事阿野橋上部工の請負契約について，

お手元に御配付のとおり６月20日付けで，議案訂正請求書が提出されておりますので御報

告いたします。本件について，県土整備部長から説明をお願いします。

【説明事項】

○ 議案訂正請求書（資料①）

原県土整備部長

議案第15号，神山国府線緊急地方道路整備工事阿野橋上部工の請負契約につきましては，

契約の相手方，代表構成員より，株主総会及び取締役会で代表取締役の変更が承認された

旨の報告がありましたので，議案の訂正をお願いするものでございます。説明は以上です。

よろしくお願い申し上げます。

中山委員長

説明はただいまのとおりであります。本件については，６月30日の本会議において議決

する予定でありますが，この度の訂正は，議案調査の根幹に関わるものでありませんので，

当委員会においては，この訂正を見込んだ上で，議案の調査を行うことといたしたいと思

いますが，後異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

それでは，さよう決定いたします。

次に，理事者において説明又は報告すべき事項があれば，これを受けたいと思います。

【報告事項】

○ 平成28年度「徳島県奨学金返還支援制度」について（資料②）

○ 「徳島県立特別支援学校の生徒等の就労支援活動に関する協定」の締結について（資

料③）

七條政策創造部長

この際，一点御報告申し上げます。お手元にお配りしております資料１を御覧ください。

平成28年度徳島県奨学金返還支援制度についてでございます。大学生等の県内就職の促進

及び産業人材の確保による雇用創出を図るため，昨年度に創設した奨学金返還支援制度に
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つきまして，本年度も奨学金の返還を支援する助成候補者を募集してまいります。

まず，１，制度の概要でございますが，募集対象者につきまして，県内の学生の方々は

もとより，全国の多くの若者の皆様に応募していただけるよう，全業種，全学部に拡大し

て募集してまいります。次に，２，スケジュールでございますが，制度の利用を希望され

る方々に余裕を持って応募の準備をしていただけるよう，５か月間の募集期間を設けてま

いります。最後に，３，留意事項でございますが，応募者が定員を上回る場合は，就業を

予定している分野や学業成績などを総合的に勘案して選考を実施してまいりたいと考えて

おります。また，医師等に設けられている修学資金貸付制度をはじめとする公的支援制度

の利用者につきましては，助成候補者の対象外としたいと考えております。報告事項につ

きましては以上でございます。よろしく御審議賜りますようお願い申し上げます。

小原危機管理部長

危機管理部より一点御報告申し上げます。消費者庁の業務試験についてであります。配

付資料はございません。７月に消費者庁が徳島県において行う業務試験の概要が明らかに

なりましたので御報告させていただきます。今回の業務試験は，７月４日の月曜日から７

月29日の金曜日までの４週間，県庁10階において行われ，期間中は消費者庁長官，幹部職

員を含む40名程度の職員が試行的に業務を行う予定となっております。県庁では，ＩＣＴ

を活用したテレビ会議なども行いながら，業務を円滑に行えるかといった検証を行うほか，

本県の消費者行政の実情も把握するとともに，テレワーク環境下での業務など，働き方改

革に向けた観点からも試行が行われると聞いております。また，７月24日の日曜日には，

県内において倫理的消費に関するシンポジウム，エシカルラボが開催され，東京と鳥取県

にも会場を設けてテレビ会議で中継される予定となっております。県といたしましては，

全ての業務が円滑に行われ，十分な成果が収められるよう，受入準備をしっかりと整え，

来県される消費者庁職員の皆様方を全力でサポートしてまいりたいと考えております。以

上，御報告申し上げます。よろしくお願い申し上げます。

小笠商工労働観光部長

一点，報告させていただきます。徳島県立特別支援学校の生徒等の就労支援活動に関す

る協定の締結についてでございます。お手元の資料２を御覧ください。障がいのある方が，

その特性に応じた能力を発揮し，地域で活躍できる場の拡大を図るため，来る６月29日，

県と教育委員会及び業界団体である一般社団法人徳島ビルメンテナンス協会，徳島ビルメ

ンテナンス協同組合との間で，全国初となる三者協定を締結することといたしました。協

定では，特別支援学校の生徒や卒業生などの障がい者が，地域で安心して働くことのでき

る環境づくり，効果的な作業学習及び就業体験の推進，就労支援等に関する情報の相互提

供などに取り組むこととしております。今後とも，各種業界や団体との協定締結を進める

ことにより，障がい者雇用の更なる促進につなげてまいります。報告につきましては以上

でございます。よろしくお願いいたします。

中山委員長

以上で報告は終わりました。
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これより質疑に入ります。質疑をどうぞ。

岡本委員

６月は最初の議会なので，地方創生の大局的な観点から少しずつお聞きをしたいと思い

ますが，一億総活躍社会というのは，なかなか理解しにくいんですが，こう書いてありま

した。その名のとおり，50年後の人口１億人以上を目指すとともに，若者も高齢者も女性

も男性も障がいのある方も，一度失敗を経験した方も，一人一人が家庭や地域の職場で自

分の力を発揮し，生きがいが持てる社会であると定義付けられているということになって

ます。ただ，国の看板政策が，ずっと地方創生，地方創生と言ってて，一生懸命，県も24

市町村も一生懸命地方創生をやっているんだけれども，何か，今，そこがトーンダウンし

て，一億総活躍社会というのが。安倍首相もあんまり言わないですね。そればっかり言う

んですね。ちょっとそれは私自身はおかしいのかなあって思ってます。それで，一億総活

躍が今こう出ているんだけれども，地方創生ってもともと言ってたことの絡みから言うと，

例えば，過疎の問題とかも含めて，この二つの言葉というのはどういうふうに関連付ける

というか，どう理解しておけばいいですかね。

平井地方創生推進課長

ただいま，岡本委員のほうから，一億総活躍と地方創生，その二つの概念の関連につき

まして御質問を頂いたところでございます。委員からお話がございましたように，国民一

人一人の人生を大切に，全員参加型の社会を目指すという趣旨での一億総活躍社会の概念，

それと人口減少の克服と東京一極集中の是正を図りまして日本創成を目指すという地方創

生の概念，この二つは日本の将来に向けて軌を一にするものであるというように考えてい

るところでございます。実際に，去る６月２日に閣議決定をなされました日本一億総活躍

プランにおきまして，地方が少子高齢化や過疎化の最前線であり，地方創生は一億総活躍

社会を実現する上で最も緊急度の高い取組の一つであると明記をされているところでござ

いまして，さらに，同じ日に閣議決定をなされましたまち・ひと・しごと創生基本方針

2016，こちらにおきましても同様の内容で明記をされているところでございます。そうし

たことから，まずは地方創生にしっかり取り組みまして，ひいては徳島ならではの一億総

活躍社会の実現を目指すんだということで取り組んでまいりたいと考えているところでご

ざいます。

岡本委員

まずは地方創生って，まずはってことは第十堰の時にはやりましたが，まずは地方創生
ぜき

なんですが，そもそもこの委員会っていうのは，過疎の委員会をやめて，ここの地方創生

対策特別委員会の中に入ったということを，まずは皆さんでそのことを御理解を最初にし

ていただきたいと思います。たまたま僕が議長だったんですが，杉本副委員長とか竹内元

議員や過疎地域の皆さんが，過疎問題の特別委員会を作らないといけないということでや

ってきて，いろいろあったから，名前がこれに変わったと。でも，もう一回言いますけれ

ども，過疎対策というのはこの中に入っていると議会事務局からも聞いてますので，今日

は細かいことは聞きませんが，やっぱりそのことは全ての皆さんに忘れてほしくないなあ
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と，その中に地方創生があるんだということをまず御理解いただきたいと思います。今，

確かにいろいろお話を頂きました。それはそうかも分かりませんが，市町村長もみんな言

っているんですね。地方創生，地方創生って。安倍首相は最近言わなくなったなあって言

っているんだけど，本当にそう思うんですけどね。それはそれとして，県内の全市町村で

昨年末からいろいろやってきてますよね，人口ビジョンとか総合戦略とか。それで，大体

終わりました。それで，知事が，今年が本格展開の年と言われているわけで，24市町村が

策定した人口ビジョンと県が作成した人口ビジョンとは若干の差があるんですが，それっ

てどういうふうに，大まかでいいですから説明をしておいていただいたほうが，この委員

会，後々，やりやすいと思います。

平井地方創生推進課長

徳島県と市町村の人口ビジョン，こちらについて御質問を頂いたところでございます。

まず，この人口ビジョンの前提といたしまして，国におきまして，国の地方創生の羅針盤

でございますまち・ひと・しごと創生総合戦略というのがございまして，そちらにおきま

して2060年に人口１億人を維持するという目標を掲げておるところでございます。これが

一億総活躍の一億の部分に連動をしているところでございます。こういった１億人の維持

という国の目標につながる本県の人口ビジョンでございますけれども，社会保障・人口問

題研究所という国の機関がございますけれども，そちらの推計では，2060年に42万人にな

るという数字もございますが，徳島県といたしましては，2060年に60万人から65万人超を

目指すんだという人口ビジョンを昨年度策定をいたしたところでございます。市町村のほ

うも昨年度末までに全ての24市町村が人口ビジョンの策定を終えられておりまして，この

24市町村の2060年における人口目標を合計いたしますと63万500人になるということでご

ざいまして，県の目標値とも合致をしているという状況でございます。

岡本委員

基本は60万人から65万人で，市町村の数字を足すと63万500人，数字的には大体うまく

いってる。まあいってないところもあるんですが，それはそれで，ややうまく収まってて

よかったなあと思ってます。たまたまの数字なんですが，例えば，この前まとまった国勢

調査というのは，５年間で徳島県は２万9,428人少なくなってますよね。その数字って，

杉本副委員長の目の前ですが，那賀郡と海部郡の人口をみんな合わせた数字とよく似てま

すね。すごい数字です。それから美馬市とか，三好市とか，一つがなくなったぐらいの数

字になってます。じゃあ，一番どこが大きく減ったかというと，５年間で1,560人少なく

なったのがつるぎ町です。減少率14.9パーセントだったと思っています。その次が上勝町

だったと思います。全部で実は1,546人しか上勝町にいません。つるぎ町が５年間で減っ

た人口の数より上勝の総人口が少ないという現実があります。それで，減少率は13.3パー

セントなんです。上からベスト３にいくと，つるぎ町，上勝町，神山町なんです。上勝町

と神山町って結構有名なんだけど，５年間の人口減少率はベスト３にちゃんと入っている

ということも御理解を頂きたいと思います。で，例えば神山町は5,305人で12.1パーセン

トの減です。それが減った所のベスト３。勝浦町は5,303人で，なぜか８パーセントなん

です。そんなこともやっぱり人口の中で考えていってほしいなと，まあ最初っから言って
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るけど，過疎の所って大変なんです。神山町も上勝町も有名になっているけれども，決し

て中身はそうでないということも皆さんに御理解いただきたいなあと思います。知事が総

合戦略を本格展開をすると言ってるんですが，本当に，本格展開するって言葉はいいんだ

けれども，じゃあどうやってどうするのという話になってくると，なかなか本当は大変な

んだろうなって思っています。県内の24市町村は，みんな，かなり苦しい状況で頑張って

います。徳島県は，何年か前は市町村より悪かったです。財政状況，一番悪かったのが徳

島県です，間違いなく。今はちょっと変わってきました。でも，仮にそういう数字であっ

ても，市町村から見ると，やっぱり県は親分だから，県はこんなことしてほしいなあと，

県はこれを期待してますよと。それが知事の言う本格展開が数字としてサポートが表れて

こないとだめなんです。で，県としてどういうサポートを。知事が本格展開って言ってる

のは，具体的にって言うのは今は難しいかも分かりませんけど，答えられる範囲で，その

熱意は示していただかないとなかなか大変だと思います。

平井地方創生推進課長

正しく，今年度，地方創生の本格展開の年に当たるわけでございまして，そういった年

において市町村に対しましてどのような支援策を展開していくのかという御質問と受け止

めたところでございます。委員からお話のございましたとおり，この県及び市町村の人口

ビジョンの実現を目指すんだという中で，県と市町村がやはりしっかりと連携をいたしま

して，当然，５年間のスタートダッシュということになります総合戦略，こちらを本格的

にしっかりと展開していくことが重要であると認識をしているところでございます。そこ

で，県におきましては，市町村に対しまして，大きな柱立てといたしましては，財政的支

援，それから人的支援，情報支援の３本柱からなる支援を展開していっているところでご

ざいます。具体的には，まず財政的支援といたしましては，県議会のほうからもお力添え

を頂きまして，国のほうに徳島発の政策提言ということで出していただいて，その結果，

実っていったということでの地方創生推進交付金，こちらが平成28年度の国の予算で創設

をされております。それの活用の支援でございますとか，県といたしましても，徳島回帰

推進交付金という交付金による支援を行ってまいります。また，人的支援につきましては，

地方創生局それから南部，西部の両総合県民局の職員が全24市町村のそれぞれに別々にカ

ウンターパートを置くワンストップ相談体制の運用をさせていただいております。さらに，

情報支援につきましては，国の開発いたしました地域経済分析システム，通称リーサスと

いうものがございます。こちらを用いまして，ビッグデータの見える化ということを通じ

て，県，それから市町村の政策の進化に活用していくということでの支援，こういったこ

とで，３本柱で，積極的に展開をしているところでございます。

岡本委員

３本柱はよく分かるんですが，人的支援はよくできてるなと私は思ってますが，まあ情

報もできてると，でも，その一番肝腎の財政的支援というのが，なかなかうまく見えてこ

ないのが現実ですよね。例えば，国の予算にどうしても頼らざるを得ないんですが，１兆

円で始まってずっときて，今は事業費にして2,000億円だったと思いますが，その辺の平

成28年度の国の予算と県の絡みとか，その辺，もうちょっと具体的に。僕は2,000億円は
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非常に少ないと思ってますよ。思ってますけど現実だから。そこをちょっと分かりやすく

説明してください。

平井地方創生推進課長

地方創生推進の推進エンジンとなります財源ということで，平成28年度の国の予算の確

保の大枠についての御質問でございます。まず，先ほども説明させていただきましたが，

徳島発の政策提言が実るという形で平成28年度の国の予算におきまして，国の予算額が

1,000億円，事業規模で2,000億円の地方創生推進交付金制度，こちらが創設をなされてい

るところでございます。また，委員からもお話がございました平成28年度の地方財政対策

といたしまして，実は平成27年度に創設されたわけなんですが，１兆円のまち・ひと・し

ごと創生事業費が確保されているところでございます。さらには，平成27年度の補正予算

でございます，こちらにおきまして，国10分の10の地方創生加速化交付金，こちらが事業

規模1,000億円でございます，こちらも措置をなされているところでございます。

岡本委員

事業費にして2,000億円ってあえて少ないと申し上げたんですが，単純に徳島県の財政

規模というか，いろいろ計算をすると2,000億円というのは徳島県的には，なかなか20億

円いかないよね。１パーセントいって20億円なんです。16億円というのが普通です。うま

くいって18億円。でも，それが違うということでみんな期待しているんよね。今までの割

り方はそうですよ。地方交付税にしても何にしても大体１パーセントは無理で，0.6パー

セントから0.8パーセントの間。0.8パーセントいけば，知事よく頑張ったねという話で終

わってるんですよね。それでも，さっき言った額ですよ。市町村長らみんなが思っている

額。そんなに少ないのってみんな思っていると思います。期待が大きいからね。本当に大

きいんですよ。だからそれはそれで，これからいろいろ頑張って予算はしっかり頂かなき

ゃいけないんだけれども，もう一回言うけれども，今までの補助金だったら大体その率，

けどこれはちょっと違うよなあと，一生懸命頑張ったところには来るよなあと，いけるよ

なあと，みんな思ってる。これ，5,000億円あっても6,000億円あっても足りないんだけれ

ども，その辺は，正に県も市町村も，本当，今，出しているところだけれども，これから

更に知恵を絞らんといかんのかなあって思います。今の段階ではその今がどのくらいとい

うのは答えられないと思うんで，それはいいです。でも，そういう趣旨で頑張ってほしい

と思うんだけれども，もう一つは，ちょっと違うというのは，本当にちょっと違って，こ

の地方創生推進交付金というのは，なかなか市町村の財政担当も，県もみんなそうだと思

うんだけれども，ちょっと分かりにくいし難しくないですか。かなり難しい。だから基準

財政需要額の計算の仕方と全然違うから。その辺で今は途中経過というか始まったばかり

だから，いろんな苦労をされているというか，どういったらいいか，課題解決のためにど

んな手立てがあるとか，本当のところを言っておいたほうが楽ですよ。なかなか思ったほ

どきませんよ。今，苦労しているところをちょっと言っておいたほうがいいと思うなあ。

平井地方創生推進課長

地方創生推進交付金，これに関する課題でございますとか，それに対してどういう手立
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てを打っていくのかという御質問を頂いたところでございます。この地方創生推進交付金

でございますけれども，徳島発の政策提言を酌み取るという形で，国の当初予算におきま

して，新たな制度といたしまして地方創生推進交付金，これは国の当初予算にきちんと入

っているということについては一定の評価はできるんではないかと思っております。さら

に，単年度ではなく，今後５年間とも言われておりますけれども，継続的な支援制度とし

て立ち上がっていることについては評価すべき点ではないかと思っております。一方で，

委員からもお話がございましたけれども，使い勝手という点で，非常に高い先駆性とかモ

デル性とか連携といった概念を求められているとこともございまして，交付金の在り方と

して，できましたらもう少し自由度があったほうがいいなとか，規模につきましても，更

に確保していただけたらという課題認識というか願いを持っているところでございます。

そうした認識の下で，先月の13日でございますけれども，委員会にもお力添えを頂きまし

て，徳島発の政策提言，平成29年度の国の予算編成に向けてということで，地方版総合戦

略の進化に向けた財源の確保をテーマといたしまして，より自由度の高く，そして十分な

規模を確保するということでの地方創生推進交付金制度の進化，こちらを国に対して知事

を先頭に強く訴えを行ってまいったところでございます。

岡本委員

よく分かりました。答弁があったとおり，基本は単年度じゃなくて５年間というところ

は非常にいいんですよ。その中で，連携とか広域化というのはかなり重視されるんだろう

なあとみんな思ってますよね。もう一回言うけど，例えば，過疎債のお金を借りる借り方

とか基準財政需要額の計算の仕方とか，全く違うんですよ。だからなかなか情報を市町村

に持って行くのが難しいんだろうけど，そこは，平井地方創生推進課長は大変だと思うん

だけど，森口市町村課長とタッグを組んで，初めてやってるから難しいけど，けどそれが

ちゃんと伝わっていかないと大変なことが起こりますね。24市町村の中で。県は何をして

くれたのって。国は言ってたけど，予算がないじゃないっていうことになるんですね。明

らかになるんです。でも，徳島県はそうならないように，この特別委員会もできたし，い

ろんなことで知恵を絞って。もちろん政策提言はすごく大事だと思っています。

それで，過疎の話に戻るんだけど，少なくとも，過疎町村とか結構多いんだけれども，

今までのいろんな補助金のメニューを結構上手にもらってきて過疎の町というのは取りあ

えず生活ができているんですが，このことによって，それができなくなる可能性があるん

ですよ実は。今までできたことができなくって，地方創生の名の下に頂けないというよう

なことが現実に起こりかけてるのよね。そのことも十分勉強していただいて，しっかりそ

れぞれの市町村の皆さんとも一緒になって。もう１回言いますよ，国はきついけれども，

徳島県的には何とかやれたよな，やったよなと，そんな地方創生というか推進財源の確保

に向けて頑張ってほしいと思います。本当はここで部長に聞くところだけれども，今，ま

だなかなか答弁できる状況でないからあえて聞きませんが，最初だから，そんなもろもろ

のことをみんなが御理解いただいて，また次の議会，ずっとありますから，ちょっとずつ

頑張れたらいいなあと思いますので，皆さんの御健闘をお祈りして質問を終わります。

川端委員
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それでは，私からは消費者庁の移転について質問をいたします。本会議の代表質問でも

活発に消費者庁の移転について議論がなされたところでございます。昨年12月には消費者

庁，消費者委員会及び国民生活センターの徳島移転の実現を求める意見書を採択いたしま

して，当時，私が県議会議長の立場で河野大臣に直接面会をいたしまして，直接要請を行

ったところであります。そういった関係から，この移転については大変関心を持っておる

一人でございます。また，私の地元の鳴門市では国民生活センターによる教育研修がスタ

ートしておりまして，しかし，現段階では，まだまだ参加者が少ないといった状況ではご

ざいますが，これから全面移転が実現しましたら，年間5,000人という多くの方が全国か

ら集まるということで，鳴門市でも期待をしておりますし，是非移転を実現してほしいと

いう市民の声も大きくなってきております。そこでお伺いしますが，国民生活センターの

教育研修の実施に当たり，地元鳴門市とどのように連携を図っているのか，まずはお聞き

したいと思います。

勝間消費者行政推進課長

ただいま，川端委員から鳴門市で行われております国民生活センターの教育研修業務に

つきまして，鳴門市との連携をいかにしているのかという御質問を頂きました。鳴門市に

おきましては，国民生活センターの徳島移転の実現と，これを契機とした地方振興を図る

ということを目的といたしました国民生活センター移転推進プロジェクトチームというも

のを４月に設置されているところでございます。県といたしましても，統括本部それから

この移転推進のチームもございますので，県のチームと市のプロジェクトチームとで連携

をいたしまして，鳴門で行われる研修の開催時のおもてなし等々について計画ないし実施

を行っているところでございます。具体的には，宿泊場所，ホテル等々のあっせん，それ

からジャンボタクシーでの送迎，それから鳴門市のキッチンカーによる，なるちゅるうど

んの提供，それから合同庁舎の玄関脇に花を植えたプランターの設置など様々な取組を行

ってきているところでございます。これまで３回の研修が行われたところでございますけ

れども，その都度，鳴門市と連携を取って必要な改善策とかあるいはこうしたらいいんじ

ゃないかという意見交換も行っているところでございます。まだまだこれから来年の２月

まで，計14回ですから残り11回ですけれども，研修が予定されておりますので，今後とも

鳴門市との連携を強化しながら国民生活センターが実施しております教育研修をしっかり

とサポートしてまいりたいと考えているところでございます。

川端委員

国民生活センターの移転を実現させるためにも，今後とも鳴門市と一層の連携を進めて

いただきたいと思っております。そしてまた，全国に対して，この鳴門市，徳島県の良さ

をしっかりとＰＲしていただきたいと思います。

次に，８月の末には移転の可否が示されるということですから，この７月の県庁で行う

消費者庁の本体の部分，この７月の業務試験というのは，いよいよ最後の正念場であると

思っております。業務試験というのは県庁内ということで，大勢の県の職員が国の消費者

庁の職員と接する機会もますます多くなると思います。そういったときに，徳島にきて良

かったと，まずは好感を持っていただくと，感触を良くしていただくということが非常に
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重要だと思いますが，全庁を挙げて，おもてなしの体制，これが重要になってくると思い

ますが，７月の業務試験に向けて，どのようなおもてなしの準備をされておるのか，どの

ような迎え入れの体制を計画しておるのかお尋ねをしたいと思います。

勝間消費者行政推進課長

ただいま，７月の業務試験に向けました取組について御質問を頂きました。これまで，

３月の神山町での消費者庁の業務試験に続きまして，５月からの国民生活センターの教育

研修業務，商品テストの業務の試験移転を行ってきているところでございます。これらに

つきましては，おおむね良好に実施できているのではないかと思っているところでござい

ます。そして，移転に向けて最後の山場になりますのが，この７月の消費者庁の業務試験

ということになると思っているところでございます。業務試験の実施の主体につきまして

は消費者庁でございますので，消費者庁の意向というものを十分に反映していくというこ

とも必要でございますが，消費者庁の職員の皆様が快適に業務を行えるよう，できる限り，

精一杯の準備に向けて，ちょうど今，このタイミングで最後の詰めを行っているところで

ございます。その中で，おもてなしにつきましても，我々担当部署だけでなく全庁的に行

うという必要がございますので，副知事をトップといたします消費者庁移転推進統括本部

の下，横連携をしっかりと図って，消費者庁の職員の方々に気分良く県庁生活を送ってい

ただきたいなと思っているところでございます。また，消費者庁の職員の方々には１か月

程度と，まあこられる方々によって様々なようですけれども，生活していただくことにな

りますので，県庁舎内の各施設の利用案内はもちろんでございますけれども，県庁周辺で

の食事場所でありますとか，近辺の観光案内などについてもきめ細かに情報提供をして，

徳島の生活，良かったなと思っていただきたいと思っております。このような取組を通じ

まして，私どもといたしましては，移転の実現の結論というものをしっかりとたぐり寄せ

ていきたいと考えているところでございます。

川端委員

国から職員の方がたくさん来るということで，スタートの点が大事かと思うんです。こ

の県庁舎の中で，県の方と国の立場の方が一緒に仕事をするわけですけれども，人と人と

の交流がなければ，何かよそよそしい，何かこう，異物のものが入ってきたというふうな

形になってはいけないと思うんです。ですから，最初，どういうふうな格好で，二つの組

織が接するかといいますか対面するかというあたり，何か一工夫いるのではないかと思い

ます。ひとつ大きな交流の場を持つなり，何か一工夫，是非していただきたい。そして，

県庁にいるときは公務の時間でしょうけれども，公務の時間を離れたら，私的な時間にな

りますね。ですから，そのうち，皆さん方と掛け合って，夜の町に出て行くなんていうよ

うな姿が見られるようになれば，これはいい雰囲気かなというふうに思ってますので，そ

ういう雰囲気が生まれるような気遣いを，これから各部で考えてやっていっていただきた

いと思います。この消費者庁の移転というのは，東京の一極集中を是正するというふうな

ことであります。地方への新たな人の流れを作るように精一杯の努力をしていただきたい

と要望して終わりたいと思います。

それでは次に観光政策についてお尋ねをいたします。来年４月にデスティネーションキ
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ャンペーンといいまして，ＪＲがいろんな宣伝のプロモーションをやっているんですかね。

デスティネーションキャンペーンといいますと，昔からずっとやられているんだけど，な

かなか徳島に回ってこなかったですね。もう何年になるんでしょうね。このデスティネー

ションキャンペーンについて，ちょっと説明していただけますか。

松崎観光政策課長

デスティネーションキャンペーンについて御質問を頂きました。これにつきましては，

ＪＲグループ６社，北海道，東日本，東海，西日本，四国，九州と，指定された自治体と

地元の観光事業者が共同で実施する大型キャンペーンでございます。今回につきましては，

四国４県をエリアとしまして，この期間，来年の４月から６月につきまして，全国のＪＲ

の駅が四国一色になるということでございます。まず，駅の中ではパンフレットとかポス

ター，それから車内は車内づり広告ということで，全国でやっていただけるということに

なっております。ちなみに，四国デスティネーションキャンペーンのキャッチフレーズと

いたしましては「しあわせぐるり，しこくるり。」ということで，旅客目標といたしまし

て，四国外から観光で四国にこられた方の宿泊人数前年比10パーセント増ということを目

指して，四国全体で取り組んでいくということになっております。

川端委員

私も，このデスティネーションキャンペーンについて，言葉では聞いたことあるんです

けれども，まだどういうものかというのを十分分かっておりませんけれども，恐らく委員

の皆さん方もこの件については，名前は聞いたことあるなあという程度だと思いますが，

これどのくらいの歴史があるもんなんですか。いわゆる国鉄の時代にはなかったでしょう

ね。これＪＲになってからなんでしょうけれども，私が聞くところによると，この度やっ

と四国に回ってきたんですけれども，北海道から九州まで，これまでかなりの実績がある

んでないかと思うんですが，そういったデスティネーションキャンペーンというものが，

我々観光にとって，どれだけ魅力的なのかというあたりを簡単に説明いただきたいと思い

ます。

松崎観光政策課長

いつから始まったかという数字は手元にございませんが，過去の開催実績としましては，

平成元年に四国大型キャンペーン，それから平成７年に四国観光立県ということで，平成

元年，平成７年，平成９年，それから平成15年というふうにやってございます。今回が５

回目ということでございます。

川端委員

５回目ということですが，四国は初めてですかね。２回目ですか。

松崎観光政策課長

これまでも対象としましては四国エリアということで，四国４県のキャンペーンという

ことでやっております。
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川端委員

非常に地域を売り込む，全国に発信するいい機会だと私は認識をしておるんですが，四

国でとなると，四国は４県，つまり，あとの３県に後れを取ることなく，これはものにし

なければならないと私は思います。せっかくのＪＲが肝煎りで四国を発信してくれるとい

うわけですから，四国の４県の中に埋没しないように，この徳島県がこの機会を大いに利

用するというか，そういった機会にしていただきたいと思います。で，恐らく，何もかも

みんなやってくれるというのではなくて，ＪＲのほうが，こういう企画があるということ

で，この企画にどう参加するかというのは，こちらが考えていかなければいけないことだ

と思いますね。ですから，このせっかくの，四国がデスティネーションキャンペーンに当

たったわけですから，これからどのようにこれをものにするのかといったあたりをお答え

いただければと思います。

松崎観光政策課長

委員から，四国デスティネーションキャンペーンへの取組について御質問を頂いており

ます。まず，四国ＤＣ本番の１年前に行われますキャンペーンの成功のために最も重要な

会議でございます全国宣伝販売促進会議というのを先月５月11日に高松市で開催したとこ

ろでございます。これには全国の旅行会社それからＪＲ，地元の自治体，観光関係者ら約

700名が参加し，伝統芸能の披露それから食材，特産品，体験等のブースを設置しまして

ＰＲを行ったところでございます。この会議の翌日から，二日間，旅行会社担当者に各県

の魅力を視察，体感していただくということで，エクスカーション，現地視察ツアーを実

施しまして，四国内９コース実施しまして本県では３コースを実施したところでございま

す。これにつきましては，直接本県の魅力を感じていただいたものと思っております。ま

た，秋からは四国ツーリズム創造機構，それから四国４県と連携しまして，９月には首都

圏，それから10月には関西圏で商談会を開催いたします。また，９月17，18日にはＪＲ大

阪駅前でプレＤＣキャンペーンを実施してまいりたいと思っております。さらに，首都圏，

それから札幌，福岡では，本県単独の商談会も開催します。札幌では平成26年度の札幌直

行便の再就航を契機といたしまして，毎年，本県単独の商談会を開催しております。昨年

度の本県のバス助成を使った旅行ツアーでは，首都圏に次いで北海道からの来客数が多く，

これまで商談会，それから営業活動などの効果が現れてきたものと考えておるところでご

ざいます。今後とも，四国ＤＣに向けまして，商談会それから旅行会社への売り込みをし

っかりと取り組んでまいりたいと考えております。

川端委員

売り込んでいくとのことですから，行政では，こういったセールスとかというのはあん

まり得意な分野ではないと思うんですよね。しかし，このせっかくのチャンスをものにし

ないといけないということで，恐らく一般的にはキーパーソンを，いわゆる向こうで企画

をする方に，例えばこちらにきてもらって，いいところを見てもらうとか，そういった，

あんまり皆さん方の得意でない分野も使っていかないととと思うんですが，何かそういっ

た意気込みというか，こういうことでものにするというあたり，ありましたらお答えいた

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)
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だければと思います。

松崎観光政策課長

これからの意気込みでございますが，今回の四国デスティネーションキャンペーンでは，

各市町村，観光協会それから地元の旅行会社，旅館業の方，一体となって取り組んでいた

だいているところでございます。先ほども申しましたが，全国宣伝販売促進会議の後に行

われましたエクスカーション，現地視察ツアーということで，旅行会社の方々をファムツ

アーとして，現地を体験いただき，地元の方の話を聞いて，いいところをどんどん売り込

んでいくと，それを着地型旅行商品としていくということで，現在，取り組んでおります。

このファムツアーというのが非常に有効的なものでございまして，発地型ですと，有名な

ところであります鳴門の渦潮，それから祖谷のかずら橋，主な，誰もが知るような徳島の

名所でございますが，着地型で，地元の方が売り込むということで，今まで発掘されてい

なかった，注目されていなかった旅行商品を，どんどんこれから発掘して商品化して売り

込んでいくという状況ができているところでございます。このキャンペーンを切っ掛けに，

各市町村と県と一体となって徳島県をどんどん売り込んでいきたいと考えております。

川端委員

大体イメージが分かりました。これからはやっぱり着地型の時代なんですね。こちらに

きて商品をその都度，お客さんが選んで，そして次の観光地へ行くとか，楽しみ方を自分

で考える，自分でプランが作れる，そういった時代になっているんかなと思いますが，そ

こで大事なのが，せっかく徳島にきた，さあ次にどこへ行こうかといったときに，徳島県

は，よく，二次交通が非常に乏しいと。ですから，せっかく徳島にきても，鳴門の渦潮と

いうのはどう行っていいのか分からない。実際，便利に鳴門の渦潮までいけるようなルー

トもないんですね。直通バスが走っているわけでもない，ですから，そういった二次交通

の重要性というのが，逆に言えば，二次交通の貧弱さが徳島の課題でないかと思いますが，

この件についてはどのように考えておられますか。

松崎観光政策課長

委員から二次交通について御質問いただいております。委員御指摘のとおり，徳島県は

電車もなく，路線バスについても減少しているという状況で，非常に二次交通がぜい弱で

あると認識をしております。これにつきましては，広域観光周遊ルートの定着を図るため，

県内の交通結節点それから観光地を結ぶ観光客の足としまして定期観光バス，それから，

市内と東部，観光地を結ぶような循環バスの実証運行を，この秋から運行できるように予

定をしているところでございます。現在のところ，バス会社，旅行会社等々の関係機関と

調整中でございますので，このコースとか運行時間それから回数などについて，この実証

実験を，一応，終わった後に，実施本番に向けて再度検証しまして，できるだけ有効なバ

ス運行，まずは定期バスそれから循環バスによる二次交通の確保を図ってまいりたいと思

っております。

あともう一点，もう一つ有効なのがやはりタクシーということでございます。タクシー

を利用しましたお得な観光プランというものをこれから考えていかなければならないとい
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うことがございます。今，コンベンションの参加者を対象といたしましたタクシーで巡る

観光モデルプランということで，県内16コースから希望のコースを事前予約できるという，

お得なタクシープランの観光パッケージを作っております。それからＪＲのほうでは駅前

のタクシーを利用する「駅から観タクン」という予約なしで利用できるものがございます。

これにつきましては，鳴門駅と穴吹駅と大歩危駅で，料金が時間定額制という旅行商品で

ございます。今後，我々の着地型の旅行商品の中で，やはり交通が不便なところについて

はタクシーを利用いただいて，お得なタクシープランを組み込んだ商品化を目指して売り

込んでまいりたいと考えております。

川端委員

路線バスそれからタクシーというふうにお話を頂きましたが，最近は，いろんな情報を

地元で，いろいろインターネットなんかで調べて，自分でプランを組んでいく，そういっ

たときに，自由に走れる足としてレンタカーというのもあるんではないかと思うんです。

私，レンタカーの利用について，以前に質問をしたことがありまして，それはどういうこ

とかというと，徳島にやってきて，いわゆる四国に入って，そしてずっと回って高知県で

東京に帰ると。そういったときに，レンタカーの乗り捨てというんですかね，徳島でレン

タカーに乗って，そのレンタカー会社が高知県の駅や飛行場の近くにあって，そこで降り

て，そして次の飛行機に乗って帰るというイメージなんですが，レンタカーの利用という

のも重要でないかと思うんですね。私，四国の観光議員連盟の役員もしておりますけれど

も，四国で一緒になって，徳島から入った人も松山から帰る，松山に入った人も高知県で

帰る，そういうふうに，４県で連携したらどうかと。そういうときには，レンタカーの乗

り捨て制度，普通は借りた所でまた戻すでしょ，車は。そうじゃなくて，同じ会社であれ

ば，向こうでも返せると，そういうふうなことをやってはどうかと，そんな，以前の案を

持っていったことがありますが，この件についてはどうでしょうか。実現可能でしょうか

ね。

松崎観光政策課長

今，委員からレンタカーの利用について御質問いただいております。これまでもレンタ

カー割引については幾度となくやったこともございます。ただ，他県の乗り捨てというと

ころにつきましては，これまで，行政としてはなかなか提案できていないところでござい

ます。ＮＥＸＣＯ西日本のほうで，四国島内に乗り放題みたいなプランもございます。そ

ういう中で，これから高速会社，レンタカー会社，それから県のほうで，少し協議をさせ

ていただきまして，レンタカーの需要の向上について，利便性が高まるように，お得なプ

ランができるようにお話合いをしていきたいと考えております。

川端委員

難しいことはよく分かっているんです。レンタカー会社にも足を運んでお願いをしたこ

とありましたけれども，なかなか難しい問題もあるようです。しかし，二次交通が非常に

貧弱な四国の中では，そういった路線バスもいいし，もっとＪＲも活用するし，そしてや

っぱりレンタカーなんていうのも非常に，自由な動きができますから，より便利な利用の

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)
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方法ができましたら，より結構だと思います。

話を元に戻しますけれども，この四国デスティネーションキャンペーンをものにしない

といけないわけですよね，これから。そういったときに，首都圏それから関西圏はもとよ

り，札幌から，福岡から，そういったところにこれから営業活動をしていくというふうな

ことになります。旅行会社というのは，どうしても旅行商品を組むのは大体半年ぐらい前

ですか。先にある期間がいるんですね。今，商品を作ったものが半年先に出てくるという，

そんなイメージだと思いますが，何が言いたいかというと，早く手を打たなければ間に合

わないということですね。ですから，冬のプランは夏頃にはこちらで組んで，そして魅力

のある案を提示して，そして選んでもらうというふうなことだと思うんです。６か月から

４か月前には，旅行会社というのは商品化に向けてスタートすると，そのことについて，

どのような取組をされているのか，どういうふうなセールスを県としてかけておるのかと，

そのあたりをお伺いしたいと思います。

松崎観光政策課長

委員から，旅行商品の売出しのタイミングについて御質問を頂きました。旅行会社のほ

うでは，基本的には上期と下期ということで，上期は４月から９月，それから下期，10月

から３月の半年単位ということで旅行商品が企画されているのがほとんどと聞いておりま

す。その企画につきましては，委員のおっしゃるとおり，６か月若しくは４か月前にはス

タートしないと宣伝効果が見られないということで，早め早めに旅行商品を出していくこ

とが必要というふうに思っております。これにつきましては,関係施設，旅館業等とどの

ように魅力的な商品を早め早めに売っていくかということで，今，市町村ともＤＣに向け

て連携を取っております。来年のＤＣの本番に向けては，できるだけ早く，半年前，９月，

10月にはしっかりと旅行商品化をして，各商談会で旅行会社へ売り込んでいきたいという

ふうに考えております。

川端委員

よく分かりました。来年度，せっかく久しぶりに回ってきたデスティネーションキャン

ペーン，是非ものにしていただけますようにお願い申し上げます。

山田委員

私のほうからも数点お伺いをいたします。今の観光行政の問題でまず聞いておきたいん

ですけれども，観光行政は地域経済の活性化の意味からも移住交流の面からも，本当に大

事な分野の仕事だと，また振興を図らなければならないと，私自身もそう思っています。

しかし，観光振興の通信簿と言われる宿泊旅行統計，私，去年１年間，広域交流対策特別

委員会で，度々質問もしてきたんですけれども，合わせて，今年度スタートをきるという

ことで，平成27年の，残念ながらまだ６月末まで確定値が決まっていないとは聞いてます

が，速報値と平成25年，平成26年の確定値の数値，そして全国順位，またそのそれぞれの

年の，特に前年から今年にかけて，平成27年にかけての大幅減についての分析等々につい

て教えてください。

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)
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松崎観光政策課長

委員から，宿泊統計について御質問いただきました。まず実績でございます。平成27年

の年間数値，速報値でございます。この速報値につきましては，223万5,200人ということ

で，現在のところ全国47位でございます。それから，平成26年，こちらについては確定値

でございますが286万9,160人で45位，それから平成25年につきましては225万6,720人で47

位というところでございます。昨年につきまして非常に数字が落ち込んだというところで

ございますが，この原因につきましては，昨年も御説明があったかと思いますが，四国霊

場開創1200年が終わったということの反動，ヴォルティスのＪ１がＪ２に降格したという

ところ，それから貸切りバスの運賃が高騰して需要が減ったというところが大きな要因と

いうふうに考えております。

山田委員

実は，これを，去年，こういうふうに答えられたんです。そしたら，四国霊場1200年と

いうのは徳島だけのキャンペーンなのかと，また，バスの経過措置というふうなこともず

っといわれております。これについても徳島だけのことなんでと。残る徳島だけのことと

いったら，Ｊ１からＪ２に降格したということしか残らないわけですけれども，こんな分

析でいいのかなと。去年の広域交流対策特別委員会の２月議会でもこれを聞きました。こ

の原因をこういうふうに言われたら，県民の皆さんがそうかということになるかというこ

となんです。その辺はどうですか。

松崎観光政策課長

委員の御指摘のとおり，要因がこの二つに限ると我々も思っておりません。そこで，旅

館業の方にいろいろお話を聞いてみました。昨年と今年と比べて，それから先の見通しと

いうことで，どのような状況なのかと。実際聞いてみますと，大きな落ち幅を感じていな

いということも聞いております。いろんな要因が重なってのことと思いますが，今後，我

々としまして，落ちた原因を再度検証していきたいと考えております。

山田委員

再度検討するたって，今検討しておかんと，先ほど来議論があったデスティネーション

キャンペーンの問題についても関わってくるのではということと，そしたらもう少し分か

りやすくするために，平成27年と前年，まあ前年は確定値と，平成27年は速報値というこ

とですけれども，そしたら四国の他の３県の増減率，宿泊者数，教えてください。

松崎観光政策課長

徳島県におきましては，対前年約22パーセントの減でございます。香川県につきまして

は，プラスの22.8パーセント，それから愛媛県についてはマイナスの0.6パーセント，そ

れから高知県におきましてもマイナス0.6パーセントでございます。

山田委員

今言ったように，徳島がマイナス22パーセント，香川がプラス22.8パーセント，愛媛と
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高知がマイナス0.6パーセント，対前年ね。さっき言ったように，四国霊場1200年の影響，

またバスのいろんな措置の影響，当然ほかの県も受けています。受けているのに，徳島だ

けがこれだけ何で大幅に減ったんぞということについて，るる聞いてまいりました。ほん

まにこれ検討してないんですか。検討しないでそのままずっといっているんですか。これ

は誰か別のメンバー，きちっと答えてください。

仁木商工労働観光部次長

平成27年の宿泊旅行統計の数字が徳島県は，今，暫定値でございますけれども，約224

万人ということで47位，平成26年の確定値と比べますと大きく下がっておると，これは確

かに事実でございます。ただ，平成25年から平成26年にかけまして，平成25年が225万人，

そして平成26年が287万人ということで，ここで非常に大きな伸びを示したということも

また事実であります。つまり，平成26年には平成25年と比べて非常に大きく伸びたという

ことがございます。その伸び幅を見ましても，四国のほかの３県と比べますと非常に徳島

は大きく伸びているということがございます。その反動というふうなことが言えるのかも

分かりませんけれども，平成27年につきましては現在のところ速報値ということでござい

まして，確定値になりますと若干の数値が変わってくるということがございますので，確

定値同士を比較しないと何とも言えないということは，まず一つにはあると思います。た

だ，やはり確実に観光客の皆さんを徳島に呼び込んで宿泊をしていただいて経済効果を上

げていく，そうしたことを着実につなげていくということが非常に大事でございます。そ

のために，観光のコンテンツ，徳島が旅先に選ばれるような切っ掛けになるようなコンテ

ンツをしっかりと作っていくとか，受入態勢を整備していくとか，それを旅行者の皆さん

や，また旅行エージェントのニーズに応じてしっかりと確実に届けていくといったこと，

そして旅行商品化を進めていくといったこと，そうした戦略的な取組が非常に重要になっ

てくると思います。おりしも四国ＤＣという大きなチャンスがございますので，それを着

実にものにして，徳島に多くの皆さんにきていただいて，経済効果を上げていけるように，

戦略的な取組についてしっかりと進めていきたいと考えております。

山田委員

速報値と暫定値で数字が変わってくると，確かにこれ変わってきますよね。６月末の発

表ということなので，これは見ておかなければいけないんですけれども，しかし，大きな

すう勢はこういうことで変わりっこないと。そこで，今，平成27年の１月から12月を聞い

てまいりました。そしたら，今年に入っての，平成28年の１月から３月，この宿泊者数，

大幅に変わったのかということについて。ただ，ちょっと一点だけ，前回の広域交流対策

特別委員会で当時の課長さんから，12月の速報値では奈良より上にいったということを，

かなり言われたこともあるんですけれども，それはその前の年も同じ傾向なので。別に，

対前年と変わったわけじゃなく，前年も前々年も同じように奈良が下におって徳島が上に

おったんです。また平成27年12月もそうだったというふうなことなんで，１月から３月の

宿泊状況，全国順位，そして，その状況をどういうふうに把握しているかということにつ

いても教えてください。

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)
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松崎観光政策課長

委員から，１月から３月の宿泊状況について御質問がございました。まず，徳島県でご

ざいます。１月から３月の宿泊，延べ宿泊数につきましては48万4,610人ということで全

国46位，対前年同期比約１万7,000人ということで，約3.6パーセントのプラスとなってお

ります。それから，いろいろ御指摘いただいております奈良県との差でございますが，今

現在１月から３月の間で，本県との差は約４万人ということで，奈良県が今47位という状

況でございます。

山田委員

奈良県が下におるんですね。しかし奈良県は去年も下におりました。この時点では，と

いうことは付け加えておきたいと思います。この問題もいろいろ聞いていきたいんですけ

れども，実は，今日問題になったデスティネーションキャンペーン，来年あるよというこ

とで，前の広域交流対策特別委員会の最後に，確か岡田委員の質問についての答弁だった

と思うんですけれども，当時の部長が，デスティネーションキャンペーンというのは好機

だけれども，ほかの四国の３県との比較をされると，だからその面では相当，好機だ好機

だと言うだけじゃなくって，具体的な取組をしなかったら，やはり大きくほかの県に持っ

て行かれるという可能性もあると。当然，ほかの県でもデスティネーションキャンペーン

は張ってるわけです。いろんな取組をやってる。ほな徳島の区別化というか，徳島にきて

もらうような仕掛け，新しい観光の手法というのがなかったら，結果的に，好機だと言わ

れながら，そうならない。ほかの県は飛躍的に伸びているけれども，徳島はこないという

ことも考えられるんですけれども，その点についてはどうですか。

松崎観光政策課長

四国ＤＣに対する新しい取組ということでございます。当然，四国４県，各県工夫して

自分の県を売り込もうということでございます。ＪＲグループ全社におきましては，四国

全体をＰＲしていただくことで，まずは四国へ興味を持っていただくと，その中で，他の

３県との競争ということでございます。ただ，他の３県との競争というだけではなくて，

４県を回っていただくというふうな工夫を各県連携して，現在，取り組んでいるところで

ございます。先日行いましたエクスカーションということで，旅行関係業者にきていただ

いたファムツアーでございますが，それについても，四国４県，少なくとも２県は回るよ

うなコースで回っていただいております。せっかく四国にきたからには複数県回っていた

だくと，できれば四国４県を楽しんでいただくというふうに取り組んでいるところでござ

います。本県独自の取組ということでございますが，先ほども申しましたように，二次交

通，非常に弱いということで，取りあえずＪＲから集客するということで，お客様はＪＲ

を中心に動くということを考えまして，二次交通の充実ということで，まずは定期観光バ

ス，これについて実証実験を行って，本番についてはしっかりと商品化できるような定期

観光バスのコースを選定して，やりたいと。それから，徳島から一番有力な観光地でござ

います鳴門を循環するような，鳴門の大塚美術館，それから渦潮等々を回れるような循環

バスをできるだけ多くの回数を回しまして，徳島にきたらここには必ず行けるというふう

な安心感を持っていただくようなものを考えております。それから独自のバス助成という

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)
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ことで，新たに，これまで行ってきましたバス助成の上に加算ということで，エリアをい

ろいろ回っていただくようなものには加算する，それから空港加算と，いろいろ手厚い加

算をして，バスツアーについても売り込んでいきたいと考えております。先ほどから繰り

返し申しておりますが，各市町村のほうから着地型ということでいろんな魅力を，今，出

していただいているところでございますので，これを早急に取りまとめをして，旅行商品

化しまして，いろんな商談会で，各地方に回りまして，必要があればきていただいて，フ

ァムツアーということで現地をまた再度見ていただくと，そうして旅行商品化を自信を持

ってしていただくということについて取り組んでいきたいと考えております。

山田委員

今，言われましたこと，我々はそれを見ていくしか仕方ないんですが，県西部について

は非常に観光に対する需要が高まってるというふうなことも聞いています。それが全県に

広がって，本当に全国最下位の汚名を返上するような状況を作り出していただきたい，こ

れについては引き続き聞いていきたいと思います。

その点でもう一点だけ聞いておきたいんですけれども，平成27年についての，前年比で，

外国人の延べ宿泊者数，四国４県の状況，簡潔で結構ですから，全国順位等々も含めて教

えていただけますか。

戸川国際企画課長

ただいま，山田委員から，本県の外国人延べ宿泊者数につきまして御質問を頂いており

ます。平成27年の徳島県の外国人延べ宿泊者数につきましては，速報値ではありますが５

万7,680人と過去最高となっております。平成26年と比較して２万1,740人の増，率にして

60.5パーセントの増加となっております。それから，他の３県との比較でございますけれ

ども，現在徳島県は44位ということになっておりまして，香川県が27位，愛媛県が37位，

高知県が42位という状況になっております。

山田委員

今，言われたように，残念ながらこれも四国４県の中で，まあ明と暗で言ったら，県内

の延べ宿泊者数は全国最下位，外国人のほうは，いわゆる明の部分にはなるんだけれども，

それでも四国４県の中で，今言われたような状況と５万7,680人，香川が22万人，愛媛が

10万人，高知が約７万人，こういう状況ですね。だから，これって関西広域連合もあって

大阪に近いという利点もあるのに，外国人の延べ宿泊者数，確かに増えてますよ。増えて

いるのは大いに結構なんだけれども，しかし四国のほかの３県から比べたら非常に見劣り

すると，この人数そのもの，何でやと，簡単に答えてください。

戸川国際企画課長

ただいま，委員のほうから，他の３県との差について御質問があったところでございま

す。徳島県の観光といたしましては，数多くの魅力ある観光資源とか，数ある文化資源等

がございますけれども，他の３県に比べまして，全国区と言われているような，大変メジ

ャーな観光施設といいますか，そういうものが不足していたということと，それとＰＲに
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つきまして不十分であったところがあったのかもしれません。それから，受入環境という

面で，交通網の整備というところもあったかもしれませんけれども，これらにつきまして

も，今後，外国人の受入体制につきまして，着々と外国人の誘客が進むような受入態勢と，

商品造成につきましても，各旅行業者に向けＰＲに努めてまいりたいと考えております。

山田委員

今，いろいろ言われたんですけれども，これについても引き続き，それぞれの委員会，

９月にもありますから，また聞いていきたいというふうに思いますけれども，いずれにし

ても，外国人の延べ宿泊者数も，また県内の延べ宿泊者数も，やはり飛躍的に増えてほし

いという立場なんですね。そのためには，今言われたような観光資源の問題というのはど

うしてもぶち当たってくるというふうに，しかし新しい発想での切り口で，徳島独特のと

いうことは，やはり英知を絞らんといかんだろうと。その上で，私は徳島の役割は非常に

大きいと思うんよね。県西部もそうですけれども。やはり高知市，高松市，松山市という

ところから比べて，徳島市のウエートが高まるようなお声も，てこ入れも，というような

思いが。これはまたいずれしていきたいと思います。

次に，この委員会，広域交流対策特別委員会の時もずっと聞いてきました，徳島阿波お

どり空港の問題について聞きたいと思います。知事も所信表明の中で，本年秋着工を目指

すということになってます徳島阿波おどり空港の見通し，開港は来年というふうに言われ

ているけれども，来年の初めなのか終わりなのか中盤なのかということも含めてお答えく

ださい。

佐藤次世代交通課長

徳島阿波おどり空港の工事の進捗状況ということでございます。徳島阿波おどり空港の

機能強化につきましては，今年度の予算で７億4,800万円をお認めいただいているところ

でございます。現在は昨年度から繰り越しました設計業務につきまして，詳細設計の最終

段階に入っておりまして，今後，速やかに入札手続に入れるように取り組んでおるところ

でございます。この６月議会の知事の所信にもありましたように，この秋の着工を目指し

て，今，入札手続等を進めている段階でございます。それで，いつ供用を開始するのかと

いう点でございますけれども，これにつきましては，平成29年度中ということを目指して

おりまして，平成29年度のなるべく早い段階を目指して進めてまいりたいと考えておりま

す。

山田委員

平成29年度のなるべく早い段階ということは，年度当初というふうに考えていいのかと

いう点が一点と，それと今年度中に新しい路線ということで，今年中に１都市，来年１都

市というふうにも言われてますけれども，具体的にその検討状況についても合わせて発表

していただきたいのと，これって発表時期は，空港のほうはさっき言った秋にというふう

な話もありましたけれども，そしたら我々に，せっかく18億円も使って，私自身はこれに

ついていろんな懸念の声，疑問の声を上げました。この委員会でも。それはそれとして，

そしたら県民の皆さんや議会に，いつそういうことが発表できるのかと，作ったけれども，

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)
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今のＬＣＣの状況等々を見ても，関空に非常に大きなものができて，非常に厳しいと，Ｌ

ＣＣは度々この委員会でも，各委員から出されました。そういうことを含めて，国際路線

ができるんかというふうな期待の声も上がっているわけですけれども，その辺の見通しも

含めて，端的にお答えください。

佐藤次世代交通課長

まず，徳島阿波おどり空港国際線の機能強化の点で，いつ完成するのか年度末かという

点でございますけれども，これにつきましては，この秋以降，着工いたしまして，工期と

してはおおむね１年６か月程度必要かと考えております。それで，国際線誘致の見通しが

あるのかどうかという点でございますけれども，これにつきましては，現在，これまでも

本県にチャーター便の就航実績があります東アジア方面を中心にエアポートセールスに取

り組んでいるところでございまして，例えば香港でありますとか台湾でありますとか，そ

うしたところ，徳島県へのチャーターを実現すべく，現在，しっかりと取り組んでおると

ころでございます。

山田委員

交渉ごとなんでね，もちろんあるんだけれども，我々に知らされるのは，いわゆる次の

９月の議会にはそういう方向で，ここだと，またそれが国際便かチャーター便かというこ

とも含めての見通しというのはいつ頃示されるんですか。

佐藤次世代交通課長

国際便の就航の見通しという状況でございますけれども，現時点でいつという明確なも

のはない状況でございますが，我々としましては，交渉が調いまして，県民の皆様をはじ

め，議会の先生方に発表できる時期がきましたらしっかりと発表してまいりたいと考えて

おります。

山田委員

できたら発表すると，それは当たり前のことよね。発表しなければ逆に問題になるんだ

から。ということで，その場合，今，国際便を中心に聞いているんですが，国内路線の新

規路線，これもかなり要望がでたり，過去の委員会でもしてますけれども，この見通しは

どうですか。

佐藤次世代交通課長

国内線の見通しというところでございます。現在，県のほうでは，国内線につきまして

は既存路線を活用しまして，乗継ネットワークを充実するということで，この春から，例

えば北海道でありますと，東京の羽田空港を乗り継ぎいたしまして，北海道内の５空港と

の乗継割引ということの適用と，あと，もう一路線，福岡便がございますけれども，福岡

便につきましても福岡をワンタッチということで，例えば沖縄の那覇空港との乗継割引と

いったものを充実しているところでございます。現在，この乗継割引制度というのが，ど

うしても一定の期間があるということで，我々といたしましては，こうした期間の，例え
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ば通年化でありますとか，そうしたものに向けまして，今後，より県民の皆様の利便性が

高まりますようにしっかりと航空会社のほうにも要請をしてまいりたいと考えておりま

す。こうした実績を積み重ねまして，利用者の状況などを見極めながら新しい路線の充実

でありますとか，そうした活動に取り組んでまいりたいと考えております。

山田委員

今，新規路線については，いろいろ今まで乗り継ぎのことは既に報道されてますから分

かっているんですけれども，そういう中で新規路線の状況はということを聞いたけれども

明確なことは残念ながら報告できるような状況は今ないということですね。これについて

もまた聞いていって，18億円を投入する意味と意義を県民の皆さんがしっかり分かるよう

な格好にしてもらわんと，この予算なんだったんでということになりますから，二次交通

の充実という話も出ましたけれども，18億円を二次交通の方向に回してとかいう方向もで

きるわけですから。真水ですから，この18億円は。ということを思います。

さらに，消費者庁問題について，事前委員会でも聞きまして総務委員会でも聞きました。

ということで，石破さんのほうから，地元の熱意が重要だということが言われたと新聞報

道されています。そういうことでは，私は県と連携をしている弁護士会等々の動きも非常

に気になるところですね。全国の日弁連の会長さんは，４月に就任した新しい会長さん，

これ総務委員会でも聞いたんですけれども，一部移転も含めてきっぱり反対だと，今度の

新会長さんは明確にその会長談話を出しております。それはそれとして，そしたら，地元

の弁護士会の動きですね。というのは当然高いアンテナを持っている県としては把握をさ

れていると思うんですけれども，徳島弁護士会は県との様々なあれを持っているわけです

けれども，マスコミにもまだ報道されないんですけれども，どういう状況になって，推進

の決議というのが検討されたりあがったりしているんですか。

勝間消費者行政推進課長

ただいま山田委員のほうから，徳島弁護士会の，今回の消費者庁等の移転についての動

きについてのお話でございましたけれども，私どもといたしましては，最近の動きにつき

ましては承知しているところではございません。

山田委員

承知しているところではございませんということですね，高いアンテナの割には。まあ

いいでしょう，そのうちにいずれ明らかになってくると思いますので次に進みます。

総務委員会でも質問した中身なんですけれども，７月4日から７月29日まで，先ほど部

長のほうからも報告がありました。今回のお試し移転，平井課長さんのほうからは，執行

業務や企画立案，危機管理など，まち・ひと・しごと創生本部のほうから言われた中身を

検証するんだと言われています。ほな素朴な質問として一つ聞きますけれども，消費者庁

の事業の中に，事業者に対する行政処分，業者を呼びつけて改善を求めたり，消費者庁の

これが大事な一つになるわけですけれども，こういう実験も当然今度の７月４日からの分

については行われるという見通しでいいんですか。
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勝間消費者行政推進課長

ただいま，７月から行われます業務試験の内容についてということでございますけれど

も，今回の業務試験につきましては，恐らく，詳細については消費者庁のほうからは知ら

されてはおりませんけれども，政府関係機関の党の移転の基本方針でいきますと，ＩＣＴ

等の活用による試行というような形でございまして，今回の業務試験の講評の際，河野大

臣のほうからも消費者庁でシステムを調達し，テレビ会議等々を行うというような発表が

なされているところでございます。ただ，そういったシステムを使いまして，どういった

業務を行うかについては，我々は知らされているところではございません。

山田委員

どう考えても法律を犯したり問題に触れたような人を前に座らせて，テレビ会議でそれ

を実証すると，そんなことは不可能に近いですよ。だから，そういうことで言えば，部分

的なお試しはできるけれども，全面的なお試しが果たしてできるのかと。これは全国から

もそういう声が上がっています。

更に進めていきます。消費者庁の移転がなぜ徳島かということについて，実は三点，県

のほうは説明しております。消費者行政の改革に貢献し，全国モデルになる先進的な事業

を行ってきたからということで，行ってきた中身はと言えば，徳島の提言要望ですね。平

成20年５月というのを示し，また平成21年にも出してますけれども，しかしこれらも総務

委員会でも議論しましたけれども，実は，この平成20年の２月から６月にかけて，有識者

会議が既に結論を出しかけていた直前なんですね。後出しじゃんけんちゃうかということ

を指摘しました。そういうふうな状況なんですね，一つは。また，全国屈指の光ブロード

バンド環境というふうなことが言われました。光ブロードバンドの普及率，自身は全国35

位だと，東條課長のほうからも頂きました。ただ，ケーブルテレビの普及率は全国当然

100パーセントというふうには言われたという状況なんです。今日質問していくのは，２

番目の消費者問題の人材育成が進んでいるという点で，消費者生活相談員，有資格者が11

9名いるのでと，この中身については昨日，県土整備委員会の危機管理部関係のほうで達

田議員が聞いたと思うんですけれども，改めて別の角度で聞いていきます。

徳島県のこの提言の中に，景品表示法の施行に熱心な，景品表示法違反の不当表示に対

してのことがいろいろ書かれています。そういうことも要望したんだと，徳島県でそうい

う指示処分，どれぐらいやられているんですか。これ全国に比べてトップなんですか。

中山委員長

小休します。（12時05分）

中山委員長

再開します。（12時06分）

小椋生活安全課長

景品表示法の処分の関係についてでございますが，最近の状況といたしましては，平成

25年に指示が１件，それから平成26年に注意指導が29件，それから平成27年も注意指導が
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22件しているところでございます。

山田委員

だから全国と比べてどうなんだと，それが全国トップなのかということを聞いているん

です。それと合わせて，訪問販売や通信販売など消費者被害が生まれたら特定商取引法に

基づく行政処分は県ができますね。徳島県はこれは一体どれくらいやって全国トップなん

ですか。

小椋生活安全課長

特商法の処分の関係でございますが，今，全国と比較するものは持っておりませんが，

昨年，平成27年度は１件，瓦業者のリフォームの関係で行政処分３か月，これは四国では

唯一でございます。あと，学習教材の押売の訪問販売，それから，結婚相談所の契約書面

とかがないものがありまして，合計３件を合わせて改善するように文書で，直接相手に会

って指導もしております。ですから，実際にやったものとしては４件ということで，これ

は四国では唯一でございます。

山田委員

中身は唯一かもしれないけれども，お隣の香川県は34件ありますよね，報告で言ったら

ね。そういうふうな状況から見て，これも決して全国トップという状況でない，さらに，

消費生活相談員の合格者数，これは過去から45人と既に言われてます。ほかの県の有資格

者はどれくらいいるのかということと，県の消費生活相談窓口には一体何人の相談員がい

て，有資格者はどれくらいいるのかということも合わせてお伺いします。

小椋生活安全課長

今，消費者庁が出しております有資格者の話で，県下では県，市町村を合わせまして相

談員数が43名，そして有資格者は24名ということになっております。それで，これだけで

見ますと，確かに全国平均より低いといわれてますが，ただし，人口10万人あたりの相談

員数の配置は5.5人で全国１位，なおかつ有資格者で割戻ししましても，24人を県民76万

人で割りますと3.2人ということで，資格がない方を除いても3.2人というのは16位の位置

にはあるということで，決して低くはないと考えております。それから，相談員の資格に

つきましては，消費者安全法の中で基本的には消費生活相談員資格に合格した者，それか

ら同等以上の専門的な知識や技術を有すると都道府県知事若しくは市町村長が認める者か

ら任用しなければならないということで，まず資格については，先ほど来ありました消費

生活専門相談員，消費生活アドバイザー，消費生活コンサルタントの三つでございますが，

それ以外にも認める者ということは，これ景表法のほうで示されておりますが，実務証明

の中で，地方公共団体における消費生活相談の事務を１年以上行った若しくは消費生活団

体，いわゆる消費者協会などでございますが，そこにおいて消費者からの苦情に関する相

談事務，それから事業者，会社において消費者からの苦情相談の事務を行った，それから

若しくは独立行政法人国民生活センターですが，そこでの消費者相談の業務に当たった者

の実務経験があれば任用はできるとなっております。そこの中で，徳島県の場合は，今の
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有資格者以外の部分につきましては，残りとしましては，役場で消費相談の事務を行った

者とか市町村の役場におきましては消費者協会に委託をしてやっているという部分でいき

ますと，国の地方消費者行政ガイドラインでいくと，適合した対応にはなっております。

ただし，やはり私どもの基本理念としましては，県民のどなたがどこに住んでいても高い

消費相談とか被害に対する救済が受けられるよう，今後とも有資格者の増加を目指してい

きたいと思っておりますし，市町村でもそういうものを一刻も早く解消できるよう，現在

も，今年，この相談員の資格を取っていただくために，カリキュラムの講座を始めている

ところでございまして，消費生活に関する法律それから小論文まで講座なども設けて，現

在，受講者の方に知識なりそういうものを取得していただいて試験対策もやっているとこ

ろでございます。

山田委員

いろいろ今の問題にも反論をしたいんだけれども，ただ，一番よく分からないのは，今

の消費者庁がきたら人が増えて，職員が大勢やってきて，それによって消費が増えると，

お金が落ちると。しかし，増田元総務大臣が徳島新聞主催のシンポジウムの中で，そうい

う量を期待するようなものではないと，もっと次元の高いものを実現するよう取り組んで

ほしいと，こういうふうな話もされてます。それがテレワークというふうなことになるわ

けですけれども。そこで，消費者庁が移転することによって，どうして企業のテレワーク

が誘致できるのか，地域が活性化するのかということについては，私，風が吹いたらおけ

やがもうかると，因果関係がないと思うんですけれども，どういう順番をたどって，その

ことが徳島の地域活性化につながるのか，このブロードバンド環境等々の整備，各省庁も

含めてするということになったら，これはものすごく長い年月かかりますよ。イメージで

きない，そんなことは。それなのに，あたかもすぐにそういうことができるかのように言

って，徳島だと，どんどん来るんだと。消費者庁きてくれたら。普通，消費者庁は規制庁

ですから，企業は普通だったらきたがりません。それなのに，テレワークを活用した企業

が来るというふうに言われる順番と見通しについて明確に御答弁ください。

勝間消費者行政推進課長

ただ今，山田委員のほうから，今回の移転のテレワーク等々を含めた意義の話というふ

うに御質問を頂きました。今回の消費者庁等の移転につきましては，東京一極集中の是正

ということが非常に大きいテーマとしてあるわけでございます。その中で，やはり新しい

東京一極集中の是正をするためには地方への新しい人の流れを作っていかなければいけな

いという流れになります。そのための手段として，今回の政府関係機関等の移転，それか

らもう一つは民間企業の本社機能の地方への移転というところがございます。ただ，やは

り企業さんのほうから見れば，政府あるいは行政が本当に本気なのかというところが問わ

れているというのが今の実状ではないかと思っているところでございます。その中で，政

府関係機関の移転，特に今回の消費者庁の大臣庁のような庁が徳島に移転をするという形

になりますと，当然，東京都の関係等々の中で距離的な障がいというものが発生すること

がございます。それにつきましては，やはりＩＣＴの活用，あるいは逆に東京においての

サテライトオフィスの設置等々によって解決可能ではないかということで，私どもは提案
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をしているところでございます。もし，今回の提案が実現という運びになりますと，そう

いう形であれば，人の流れを，今まで東京一極集中に集まっていたものを変えることがで

きるんだというような先例をつけるということができるものだと我々としては考えている

ところでございます。確かに委員おっしゃいますように，物理的な問題，技術的なところ

につきましては時間が掛かる部分がございますけれども，今回，やはり大臣庁がもし仮に

移るという形になれば，明治以来，始まって以来のことでございますので，その部分を，

それが与えるインパクト，それから影響，そういうものはそれほど小さいものではないと

いうふうに私どもは考えておりまして，その思いで，今，この消費者庁の移転に向けて全

身全霊で業務に携わっているところでございます。

中山委員長

午食のために休憩いたします。（12時15分）

中山委員長

再開します。（13時18分）

島田委員

この度，初めてですけれども，もう少し勉強してから質問をしたいと思います。今回は，

意見書の提案についてしゃべらせていただければと思います。

約10年前に着手してから，四国横断自動車道及び阿南安芸自動車道の早期整備を求める

意見書で今回提案させていただきたいと思います。四国横断自動車道新直轄区間また阿南

安芸自動車道の南伸，そしてまた海部道路の早期事業化ということに関しまして，さきの

代表質問の際に，委員でもありますし，我が会派の会長であります重清委員から，南伸へ

の一層の整備促進が必要と訴えられておりましたが，私も同感でありますし，今日出席の

皆さんもそう思われていると思っております。去る４月に発生しました熊本地震では，震

度７の２回の地震が連続するということもあって，多くの犠牲者も出たり，また住宅や道

路，水道等のインフラにも甚大な被害が発生いたしました。また多くの方々が避難してい

るところでありまして，本当に自然の驚異というものを再認識しているところでございま

す。徳島においてもこれは他人事ではなく，いつ発生してもおかしくない南海トラフ巨大

地震，これを迎え撃つ命の道となるところの四国横断自動車道や阿南安芸自動車道の南伸

を図ることが非常に急がれております。先日の県土整備委員会でも，早期整備に関する意

見書を提出することとしたところでありますので，そこで委員長にお諮りをお願いしたい

と思いますが，四国横断自動車道の有料道路区間の平成31年度の開通を契機として，また

県議会としてもこの機会を逃すことなく，しっかりと関係機関に要請するため，改めて四

国横断自動車道及び阿南安芸自動車道の早期整備に関する意見書を，この地方創生対策特

別委員会において提出してはどうかと思っておりますがいかがでしょうか。

中山委員長

ただいま，島田委員から，四国横断自動車道及び阿南安芸自動車道の早期整備について，

徳島県議会会議規則第14条第２項に基づき，国に対し意見書を提出したいとの提案があり
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ました。

本件についてはいかがいたしましょうか。

（「異議なし」と言う者あり）

全員一致でよろしいですか。それでは，委員各位にお諮りいたします。

この際，地方創生対策特別委員長名で意見書案を議長宛て提出したいと思いますが，こ

れに御異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

御異議なしと認めます。よって，さよう決定いたしました。

次に，お諮りいたします。意見書の文案はいかがいたしましょうか。

（「正副委員長一任」と言う者あり）

それでは，文案は正副委員長に御一任願います。なお，県土整備委員会において同趣旨

の意見書を提出することが決定されておりますので，文案につきましては相談いたしたい

と思います。

引き続き質疑に入りたいと思います。質疑をどうぞ。

古川委員

私のほうからも何点か質問をさせていただきます。先ほども岡本委員からもありました

けれども，地方創生，本格展開の年ということで，知事も所信表明の中で言われました。

いつも言うんですが，これ言葉だけではいけないと思うんですね。実質的に本格展開を進

めていかなければいけないと思ってます。事前委員会でも言いましたけれども，やっぱり

社会減が拡大しているということなんで，これをきっちり地方回帰，中でもとくしま回帰

の新しい流れをしっかりと作っていくということが大事だと思います。こういう地方への

流れ，徳島への流れを作っていくことによって日本の新しい形ができていくと思いますの

で，このあたり，しっかりと今年度，本格展開の年に当たって，しっかり進めていってい

ただきたいと思っております。

それで，具体的な，何点かの事業について伺いたいんですけれども，まず一点目は，２

月補正で4,800万円余り付いたとくしま回帰促進事業。この移住交流促進センター。これ

ワンストップの窓口ということで東京と大阪に設置をしたと。基本的には東京についてお

聞きしたいんですけれども，代表一般質問の中でもありましたけれども，移住交流イベン

トをしっかりとやっていくという答弁もあったかと思います。こういうイベントによって

どう徳島への移住に結びつけていくのか，このあたり，まず教えていただけますか。

平井地方創生推進課長

とくしま回帰をいかに進めていくかということで，委員からお話がありましたとおり，

昨年の12月１日でございます東京有楽町の交通会館６階に，住んでみんで徳島で！移住相

談センターを設置をいたしたところでございます。とくしま回帰を進めていくためには，

移住希望者に対するもっと広い意味での情報発信，それから相談へのワンストップ対応，

その後のフォローアップ，移住実現に結びつけるコーディネート，更に実現後のフォロー

アップということで，切れ目なく対応していくということが重要と考えております。その

上で，まず情報発信のところ，それから，お越しいただいた方へのワンストップ相談とい
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うことからも東京都か大阪におけます現地でこういったフェアに積極的に参加いたしまし

て，移住希望の方との接点を増やしていくということにこれまで以上に取り組んでいきた

いと思っているところでございます。

古川委員

きていただいた方へ，情報発信からフォローアップまで切れ目なくやっていく，取りあ

えずきていただく方を捕まえていくということは非常に大事だと思うんですけれども，こ

れをどういうふうに徳島までつなげていくのか，他県との差別化というのも大事だと思い

ます。このあたりどう考えているのか教えてください。

平井地方創生推進課長

フェアにお越しいただいた方をいかに移住実現に結びつけていくのかということでござ

います。委員お話のとおり，フェアの後のフォローアップが非常に重要かと考えておりま

す。そのために，その手段として，徳島に関心をお持ちの会員制度といたしまして，徳島

に住みたい会員制度というのを設けておりまして，その会員になっていただいて，例えば

メールアドレスとかを登録していただきますと，私どものほうから定期的に情報発信をさ

せていただくというスタイルをとっておりまして，それを御覧になって，改めて徳島への

お問合せとか，御相談のほうをいただけたらと，そういう取組を行っているところでござ

います。

古川委員

会員制度でフォローアップしていくと，まあ，県庁がやるんで，やっぱり控えめな感じ

の施策かなと，取組かなと感じます。もう少し突っ込んで聞きますと，このイベントとい

うのは，主催は１県１県でやっているんですか。ほかの県とも一緒にやっているんですか。

あと，どんな形態で，また参加状況はどんな感じなんですか。

平井地方創生推進課長

本会議におきまして，昨年度の８回から16回に倍増するんだということで答弁をさせて

いただいているところでございますけれども，その規模につきましては，様々なものがご

ざいます。東京大阪でそれぞれやる分につきましては，ふるさと回帰支援センター，ＮＰ

Ｏ法人がございますけれども，そこが主催の全国規模のイベント，フェアがございまして，

それにもまず参加をすると。次に，中四国のフェアとか，四国でのフェアというものも東

京のほうでやっていく予定でございます。さらに，徳島県単独，その際には，県内の希望

の市町村と連携して，ブースを出していくというような取組もいたしまして，そういった

もろもろを含めて16回という状況でございます。

古川委員

徳島単独のもあるけれども中四国とか四国と共同でやって，去年の委員会の時に言いま

したけれども，やはり徳島に移住したいからって来る人というのはやっぱり少ないと思う

んですよね。そのあたり，また把握していれば教えていただきたいんですけれども，やは
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りどこかに移住しようと思って，尋ねてくるという人が多いと思うんですよね。そういう

方が中四国の９県の中で，じゃあどこに行くのかと。また四国の４県の中からどこへ行く

のかと。そのあたりをどう差別化していくかという工夫はどうですか。

平井地方創生推進課長

おっしゃるように，フェアによって，その対象とする方が違ってくるところもございま

す。全国的なフェアの場合は，まずは移住に，どこに行くかは別として，移住に御関心の

ある方ということで，しかも世代については幅広くという方が多うございますので，そう

いう中で，徳島県として，どうブースのほうにお越しいただくのかと，その辺の工夫をし

ていっておりますし，これからも進化していかなければと思っているところでございます。

一方で，もう少し規模の小さい場合，その場合については，徳島県と，あるＡ町Ｂ町と組

んで東京なり大阪でというときは，かなりテーマが絞られることもございますので，あら

かじめ，徳島ゆかりの方を通じまして，そういったフェアの広報啓発をすることによりま

して，そのフェアに足を運んでいただくという工夫を凝らしているところでございます。

古川委員

ちょっと差別化というところでは歯切れ悪かったという感じがするんですけれども，私

も何回か首都圏での地方創生フェアなんかにも出させていただいて，そういうフェアの中

でよく言われているのが，じゃあどうやって移住先を決めたらいいんだという質問を参加

者がよくされてます。そういうときに，コーディネーターの方が答えられているのはやっ

ぱり，実際行ってみて，それで何箇所か試して行ってみて，それでフォローアップ体制で

すとか，そういうあたりの熱意とかを感じた上で決めたらどうかということを，大体答え

られます。やっぱりきていただくというのはすごく大事だと思うんで，会員登録もいいん

ですけれども，やっぱりもっと踏み込んで，やはりどんどん徳島にきていくような，そう

いうような形の施策を打っていかなければいけないと思うんですけれどもどうでしょう

か。

平井地方創生推進課長

今，お話を頂きましたように，相談いただいて，その後のフォローアップ，それを充実

させていくことが非常に重要なことであると考えております。中でも，やはり徳島に一度，

まずは短い期間でもいいので足を運んでいただくということが重要と考えております。そ

のためにも，先ほどお話いたしました住みたい会員になっていただいて，その会員の皆様

には，徳島にきていただいたときに，徳島移住サポート企業というのをあらかじめ応募し

て，登録していただいておりまして，その企業の皆様から，例えばレンタカー代の割引と

か，宿泊代の割引とかいうことも受けられる制度を整えているところでございます。さら

に，おっしゃるように，体験ツアー的なものということについても重要と考えております。

現在は，ターンズという雑誌がございますけれども，そちらの企画を利用する形で，非常

に回数は少ないわけではございますけれども，そういう取組もしているところでございま

すので，そういったいろんな手段の効果的な組合せで充実強化できればと思っているとこ

ろでございます。
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古川委員

やりたいことがなかなか予算的な面もあるし，いろいろ工夫はされているんですけれど

もなかなか大胆なことは難しいという感じかなあと思いましたけれども，恐らく参議院選

挙が終わったら大型補正も組まれると思いますので，そのあたりしっかりと今から準備を

していただいて，地方創生で，もっと自由に使えるような補正予算をしてもらえるように

というのを，議員のほうからもしっかりと国のほうに言っていきたいと思いますので，今

から準備をしていただいて，よく言われるのが，補正をするんだけれども，準備ができて

ないからつけれないというのがよく国会議員さんのほうが言われますので，そのあたりし

っかりと用意をしておいていただければと思います。

あと，このとくしま回帰事業の中で，二点ほどちょっと気になるというか大事な部分が

あると思うのですけれども，この市町村とのタイアップを強化していくと書いてあります。

この部分もすごく大事だと思います。市町村とのタイアップ，このあたりしっかりと進め

ていただきたいと思いますし，また地域コーディネーターを本格育成と書いてありますね。

この本格的な育成とはどんなことを考えているのかというかしているのか，この二点につ

いても簡単に教えてください。

平井地方創生推進課長

移住実現に至るまでの様々なステージの中で，最終的に移住希望者の方と地域を結びつ

けていただく，なおかつ，移住された後もできるだけ親身になってフォローアップをして

いただけるような，いわゆる移住コーディネーターの存在というのは非常に重要であると

考えておりまして，特に昨年度来ということになりますけれども，県といたしまして，是

非，そういう方を，各市町村において積極的に配置していただきたいという思いのもとで，

希望者に対する研修を重点的に行ってきているところでございます。昨年度はその養成課

程の中でワークショップ形式のような取組を行いまして，ガイドラインとして取りまとめ

てパンフレットも作成したという状況でございます。今年度は更に２年目ということで，

更に踏み込んだ研修をして要請に努めてまいりたいと思っているところでございます。

古川委員

分かりました。ポンチ絵だけにならないように，しっかりと進めていっていただきたい

と思います。

もう一つ，二つ目の事業ですけれども，ワールドワイドインバウンド推進事業について

お聞きしたいと思います。これ２月補正で2,000万円，当初予算も2,100万円だったと思い

ます。外国人観光客倍増推進事業，まあ広域連携による取組の強化，また効果的な情報発

信，こういうことを柱に掲げて進めていくとなっておりますけれども，先ほども川端委員

のほうからありましたファムツアーの関係，こういった取組もすごく大事だと思いますの

で，しっかりとこのあたりも進めていっていただきたいと思うんですけれども，効果的な

情報発信という部分で二点ほど提案をさせていただきたいと思います。

まず一点目は，ここの事業内容の中にもフランスの旅行展示会で四国をＰＲみたいな，

広域連携の四国でフランスの展示会のＰＲをするのかなあと思うんですけれども，広域連
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携で海外に出ていくというのも大事なんですけれども，去年も私，委員会でも言ったんで

すけれども，海外のメディアを，こういう広域ルートのあたりにきてもらって，しっかり

と取材をしてもらって発信していく，これはすごく効果的，有効なんじゃないかと思って

ます。昨年も経済委員会の中でそのような提案をさせてもらっているんですけれども，そ

のあたり，検討はしていただいてますか。

戸川国際企画課長

今，古川委員のほうから，インバウンドにつきましてメディアの招致についてはどうか

と，検討についてはどうなっているのかという質問を頂いております。正しく委員おっし

ゃるとおり，インバウンド対策につきまして徳島県の情報を広く海外の方に知っていただ

くためには，海外への情報発信というのが非常に有効になってきております。そのために

も，海外のメディアの方を徳島に招き入れまして，そこでいろいろ徳島県を取材していた

だいて，徳島のいろんな魅力，文化の魅力，観光の魅力等を持ち帰って，本国で放映して

いただくとか雑誌等に掲載していただくというのが非常に有効な手段となっております。

今年度につきましても，何箇国かから，既にメディアの方にきていただいて，ファムツア

ー等実施しておりまして，今後も，欧米のほうも中心にしてメディアの方の徳島県へのフ

ァムツアーにつきまして招致していきたいと考えております。

古川委員

しっかりと進めていっていただきたいと思います。

もう一点の提案ですけれども，ここにも国際線の機内誌とか機内ＰＶを活用したりとか

ＳＮＳを活用して情報発信を強化していきたいと書いてあるんですけれども，最近，本当

にいろんな新聞の記事とかテレビとかでＶＲというのがすごく取り上げられているかなと

思います。私，ここに二つぐらい記事をもってきているんですけれども，サンシャイン60

で体感型展望台，スリル満点のアトラクションができたり，結婚の関係の新サービスが続

々と出ているという，こういうＶＲのゴーグルを付けた360度のカメラで撮影した実際の

映像が出てきて，そういう海外とかの式場選びとかそういうことで，上を見たら映像が変

わって左右見ても変わる，360度の臨場型のそういうようなＶＲのゴーグルを使ったよう

なサービスとかアトラクションとか，いろいろ最近出てきて，このあたりもどんどんこれ

から爆発的に増えていくんだろうなあと思っております。私も先日海野副知事にもＶＲの

ゴーグルを紹介をしました。徳島県でも阿波踊りとか，こういう新しいツールを使って，

360度臨場感あるような映像を作って。まだ日本はこれからです。海外はもう既にかなり

広がっていると聞いてますので，そういうことを予算化して進めていっていただきたいな

というような提案もさせていただいたんですけれども，このあたりについてはどんな状況

でしょうか。

戸川国際企画課長

ただいま，バーチャルリアリティ等の映像等を駆使した海外への情報発信について御質

問を頂いております。現在，観光プロモーションのビデオ等につきましては，４Ｋ等を駆

使しまして作成をしておるところでございますけれども，今のところバーチャルリアリテ
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ィの映像等につきましては，まだ検討段階でございまして，実施段階に至っておりません。

今後の課題ということで，真剣に検討してまいりたいと考えております。

古川委員

分かりました。このあたりもいつでも予算が取れそうなときはチャレンジできるように

準備していっていただきたいと思っております。

それから，今回補正予算で上がっておりますこの徳島丸ごと発信観光誘客事業1,000万

円，ジャパンブルーを全世界へと銘打って事業が組まれております。まあ，知事も所信の

ほうで，東京オリンピック・パラリンピックのエンブレムにジャパンブルーが採用された

ということも言われております。この間も新聞を見たら，東京五輪の公式グッズ販売と出

てました。大会エンブレムをデザインした公式オリジナル商品が発表されたみたいですね。

こういうような流れに乗って，やっぱり藍製品，これをきちっと徳島の産業として何とか

育成していくというか拡大していけないかというふうに思うんですけれども，すごくジャ

パンブルーを全世界へということで言われてますので，そのあたりしっかりと考えていた

だいているのかと思うんですけれども，この藍製品の販路拡大，こういった部分について

はどのような施策を採られる予定ですか。

松崎観光政策課長

ただいま，委員から藍製品の振興について御質問を頂いております。販路拡大等につい

ても質問を頂いております。この質問につきましては，本会議において重清議員からも同

様に藍の振興について御質問いただいたところでございますが，2020年東京オリンピック

・パラリンピック大会のエンブレムにジャパンブルー，藍色が使用されたということは本

県にとって大きな追い風であると，藍製品についてこれからしっかりと情報発信等，販路

拡大等する必要があると考えておるところでございます。まず，これまでの取組といたし

まして，我々としましては，徳島のエコスタイルと連携しまして，クールビズ関連衣料品

の県職員による率先着用ということで，職員のほうで自ら着て宣伝しているということで

ございます。また，あるでよ徳島におきましては，藍染め，阿波しじら織のクールビズ展

の開催，さらに阿波おどり空港の３階物産展示コーナーにも藍染め及びしじら織の展示等

やっております。それから，インターネットを活用した県産品ポータルサイト，首都圏に

おける伝統工芸品の展示会などをやっているところでございます。また，先般，海外にお

きましては，昨年の９月，ミラノ万博の日本館イベント広場におきまして，阿波藍で染め

られた衣装によるファッションショーを実施して大盛況を得たところでございます。今年

度につきましては，先ほど委員のおっしゃいました事業の中で，７月22日から24日までの

３日間，羽田空港におきまして徳島観光キャンペーンというコーナーを設けまして，藍染

めによる装飾，藍染め作品の展示，藍染めファッションショー，それから４Ｋ映像などを

流しまして，徳島の阿波藍の魅力を前面に押し出しましたキャンペーンを実施し，藍製品

の魅力を強力に発信していきたいと考えております。今後とも，藍に関する新商品の開発，

ブランド化の強化に向けまして，関係部局と連携をしながら，あらゆる機会を捉えまして

ＰＲをしながら新たな販路開拓について積極的に取り組んでいきたいと考えております。
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古川委員

きれいに文章を作っていただいたんですけれども，そういう，通り一遍のことをやるの

じゃなくって，藍製品というのはどんなところが売れてて，どういうところが人気がない

のかとか，そのあたりしっかりと見極めた上で，商品開発とか品ぞろえとかしていくのが

大事なのかなあと思うので，そのあたりしっかりと分析というかリサーチをしていただい

て，進めていっていただきたいと思います。私も前，藍製品を贈答に使ったりいろんな大

会の賞品に使ったりするんですけど，小物なんかはあんまり若い人に人気がないんですけ

ど，例えば，藍染めのタオル。これは模様はないんですよ，本当に藍一色のタオルなんで

すけど，そういうのはすごく喜ばれます。抗菌作用とかあってアトピーにもいいみたいな

こともいわれています。これは障がい者施設で作っているのを調達したんですけれども，

障がい者の施設も結構藍製品を取り扱っている所が多いので，そういう所も一緒になって，

進めていっていただけたらなあと思いますのでよろしくお願いします。

最後，事前委員会の時に説明がありましたブランドギャラリーについて，最後，簡単に

質問して終わりたいと思います。業者も決まって，首都圏での情報発信と交流の拠点とし

て，とにかくやっていくということで，事前委員会の時にも資料で説明を頂きました。こ

のブランドギャラリーをどう進めていくのかというのは大事で，やっぱり農林水産部だけ

でやるんじゃなくて，やっぱり幅広い各セクションとの連携をしていって，それで首都圏

での拠点としていくと。商工や観光，東京本部はもちろんですけれども，地方創生のセク

ションの方とか，またさっき言った移住促進センターとか，また市町村ですね。そういっ

た幅広い連携で，とにかくどうやって人を集めていくのかということを考えていかないと，

多分成功しないんだろうなあと思ってますので，そのあたり，縦割りじゃなくて広い連携

という部分では何か考えられてますか。

新居もうかるブランド推進課長

ただいま，古川委員のほうから，とくしまブランドギャラリーについて，横の連携をど

うやって図っていくかというような御質問を頂いたところでございます。実は，昨年度，

９月補正予算を頂きまして，このブランドギャラリーの最適スキーム調査というのをやっ

たところでございまして，ここでどういう機能を持たしてどういう施設にするのかという

のを調査したところでございます。これを調査する過程において，業者に委託してやった

わけですけれども，丸投げという形じゃなく，庁内に，教育委員会まで含めた20課のタス

クフォースを作りまして，どういった機能を持たすかというところに重点を置きまして，

タスクフォースの意見をその調査事業に反映したところでございます。今年度におきまし

ては，現在，委員からお話もございましたとおり業者も決まりましたので，物件探し，そ

れとスタッフの人選を業者のほうでやっておるところでございますけれども，ある程度場

所が決まった時点で，去年やりましたタスクフォースをもう一度復活させまして，具体的

にどういう機能を落とし込んでいくのかというようなことも調整をしながら進めていくこ

ととしております。

古川委員

分かりました。本当に首都圏での拠点施設になると思いますので，本当に全庁挙げて取
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り組んでいかないといけないと思うんです。大概，県の施設というのは，自分の所管して

いる部局の自分たちの部分は強くて，わーっとやるんですが，あとはさらりと流している

みたいというような施設が多いですから，特に農林水産部なんかですと横の連携が弱いと

思うんですね，なかなか働き掛けていくところがね。そのあたりしっかりと，きっちりと

やっていっていただければと思います。先ほど言われた民間業者の専門的なノウハウ，こ

れはしっかりと使っていくべきだと思いますけれども，やっぱり丸投げではいかんと思い

ますし，行政の幅広いネットワーク，これと専門家のノウハウ，これをきちっと組み合わ

せていかんと絶対成功しないと思いますので，本当にこういう首都圏での拠点というのは

なかなか成功事例ってないと思います。本当に，作ったものの高いお金かけたけれどもな

かなか人がきてくれないと。どうやって人にきてもらうのかというのが本当に大事だと思

いますので，このあたり，最後，部長のほうから，ちょっと，どのような姿勢でいくのか

ということをお聞きしてもよろしいでしょうかね。

松本農林水産部長

委員御指摘のように，徳島ブランドを積極的に首都圏の市場等に売り込んでいくために

は，単に農林水産物が高品質であるということのみならず，徳島という風土で生み出され

た農林水産物であるというその徳島の魅力を前面に打ち出して，戦略的に展開していくと

いうことが必要であろうかと思っております。そういう観点から，単に農林水産物のみで

このことに当たるということのみならず，先ほどの課長答弁にもございましたけれども，

全庁的に取り組むということに加えまして，やはり県庁のみでなく，市町村とも連携をし

ながら地方創生という観点も含めて取り組んでまいりたいと考えているところでございま

す。

古川委員

とにかく，地方創生の本格展開，地方創生というのは結果を出していかなければいけな

いと思いますので，本当に一つ一つの事業をしっかりと取り組んでいっていただきたいと

思いますので，よろしくお願いいたします。

元木委員

先ほど，ブランドギャラリーの質問がございました。このブランドギャラリーを本当に

徳島県が日本や世界に誇る事業としてＰＲしていくためには，しっかりと主体となる方が

責任を持ってやっていただくということが本当に大切であろうかと思います。今日，おい

でになるような方ですとか，行政，市町村の関係者が幾ら頑張っても，やはり主体となる

方がしっかりやっていただかないことには多分成功には導かれないんじゃないかなと思っ

ておりますので，その人材育成というところも含めて，是非，ブランドギャラリー，成功

となるように努力をしていただきたいなあと私からも要望をさせていただきたいと思いま

す。

それと関連なんですけれども，先ほど部長から少しありましたけれども，高品質な県産

食材を地方創生の切り札として活用していくという方針というのはすばらしいと思うんで

すけれども，やはり競争相手もたくさんおいでるわけでございます。やはり徳島ならでは
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の強みを生かしていかなければいけないと考える中で，先般，三好市とＪＡＬさんが連携

をして取り組むというような報道もございました。私，地元でございまして，にし阿波観

光とミックスさせて，この県産食材をいかにＰＲしていくかということも考えていただき

たいなと思うわけでございますけれども，そういう中で，航空便の機内食に県産食材を活

用してはどうかというような地元の御意見もあるわけでございますが，現状はどうなって

いるのかという点と，県として，この機内食への県産食材の活用について，どんな取組を

行っておられるのか，お伺いをいたします。

松崎観光政策課長

委員から，航空会社の機内食への県産食材活用についての御質問でございます。航空会

社との連携につきましては，観光と食ということで，観光サイドが窓口となっております

ので，私のほうから，これまでの取組の経緯について御説明させていただきます。まず，

ＪＡＬグループにつきましては，機内食の提供をはじめ，機関誌など，各種媒体を通じま

して，日本のすばらしさを発信する地域活性化企画，ジャパンプロジェクトというものが

ございまして，日本航空と本県との連携によりまして，これまで平成24年と平成27年，平

成28年の３回実施しておりまして，今，正に６月，国内線ファーストクラスの機内食とし

てコラボメニューを提供しているところでございます。この機内食につきましては，県産

のはも，あゆ，いさぎ，阿波尾鶏などを食材として使用しておりまして，併せて阿波の酒，

デザートとして阿波ういろうを提供しているところでございます。これにつきましては，

東京からの福岡，札幌，大阪，沖縄の４路線，日ごと25便に9,000人以上のお客様に，現

在，提供中ということでございます。併せて，機内のスカイワードでは，県南部をテーマ

とした特集記事を掲載してＰＲし，この企画に合わせまして６月いっぱい，徳島羽田間の

全クラス及び他路線の全路線のクラスＪでザすだちを提供しているという状況でございま

す。また，ＡＮＡグループにつきましては，平成24年12月から平成25年２月の間，日本発

欧米路線等のファーストクラスそれからビジネスクラスを対象に県産食材によります機内

食を提供しております。県産の和牛肉，鳴門金時，阿波尾鶏，ゆずこしょうなど，11食材

を利用しております。現在，ＡＮＡケータリングサービスより，機内食への県産食材への

調達につきまして御相談を頂いておりますので，鋭意，準備をしているところでございま

す。今後におきましては，機内食での県産食材の提供とＰＲを行うということは県産食材

の販路拡大はもとより，徳島の豊かな食と出会う切っ掛け，徳島ファンの創出，徳島への

観光誘客につながるという効果が期待されるというところで，今後とも，大手航空会社へ

の働き掛け等を行っていきたいと考えております。

元木委員

午前中も議論の中で，東南アジアへのＰＲをしっかりとしていきたいというような御答

弁があったかと思いますけれども，シンガポール等，海外観光客が，今，香港等も増えて

きていると聞いておりますが，これからのこういった航空路線に対する需要というのが，

いわゆる富裕層の方がターゲットになってくるんじゃないかなと感じております。中国か

らもたくさん日本においでていただいておりますけれども，大体が，上の数パーセントの

方が，何度も繰り返しこられておるということ，また，国内においても，高齢者を中心に，
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アベノミクスの成果もありまして，たんす預金がかなり増えている方もいらっしゃるとい

うことでございまして，そういった方をターゲットにするのも一つのアイデアじゃないか

なと感じておりますので，こういった富裕層をターゲットにした県産食材のＰＲという点

について，なお一層の御努力をいただきたいと思う次第でございます。地元でも，例えば

桃を一つ売るにしても，100円の桃から何千円もするような桃まで幅広い値段の層がある

んですね。これは，何で分かれているかというと，基本的には鮮度が一番ということでご

ざいます。皆さん，おいしいものを食べたら，それ以上の味を作っていかないと，なかな

かそれを狙ってお金を払っていただけない，鮮度が落ちたら，もうかなり桃の価値が落ち

るということでございます。是非，農林水産部，いろんなノウハウがあると思いますので，

鮮度をいかに保っていくかという点についても，是非，御検討を進めていただきたいとい

うことも要望させていただきたいと思います。

それと，空港の関係でついでになんですけれども，今，一億総活躍社会の実現というこ

とで，先ほどもありましたけれども，高齢者や障がい者の方でも使いやすい空港というこ

とも，今，言われておるわけでございます。なかなか高齢者の方で空港内の施設内でも，

歩きにくいというようなことで，ちょっとでも自動で進める何か，乗り物なり設備を整え

てほしいということでございますけれども，こういった高齢者・障がい者向けの施設のサ

ービスの向上，あるいは一般の県外からきた方に，例えば徳島県のすだちのジュースを無

料で提供するとか，そういった独自のサービス等を進められている県もあるわけでござい

ますが，徳島県においては，どのような取組をなされているのかということについてお伺

いをさせていただきます。

佐藤次世代交通課長

徳島阿波おどり空港における高齢者とか障がい者の方への対応ということで御質問を頂

いておるところでございます。徳島阿波おどり空港につきましては，比較的コンパクトな

空港ということもございまして，足の不自由な方向けには車椅子でありますとか，後は空

港スタッフによる介助でありますとか，そうした部分につきましての配慮をさせていただ

いているというところでございます。

元木委員

これから超高齢化社会を迎える中で，高齢者または足の不自由な障がい者の方ですとか，

あるいは外国人向けの言語サービス，こういったサービスへのニーズも高まってこようか

と思います。また，障がい者の中でも，少し知的な障がいを持っておられる方に対して，

分かりやすい日本語での説明ですとか，空港の位置なんかも分かりやすいバージョンのホ

ームページでの，地図等アクセスの紹介とか，そういったいろんな角度から一億総活躍に

つなげられる新しい空港づくりということも可能であろうかと思いますので，そういった

点についても，是非，充実させていただきたいと思います。それと，今，新ボーディング

ブリッジを整備をされておると，報道でよく耳にしますが，今のボーディングブリッジの

整備の状況と今後の見通しについてお伺いできたらと思います。

佐藤次世代交通課長
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徳島阿波おどり空港につきましては，現在，１日11往復の東京線あるいは１日１往復の

福岡線，そして季節便である札幌線など，国内定期路線の充実が図られているということ

に伴いまして，ボーディングブリッジなど，今，ボーディングブリッジが２基ございます

が，その施設がひっ迫をしてきておるという状況でございます。また，過去に国際チャー

ター便が就航した際には，例えば検疫であるとか出入国審査等，税関といった手続のため

の設備について，仮設で対応しているということもございまして，例えば，トイレの利用

も含め,外国人旅行者の方に非常に御不便をかけたというような状況でございました。こ

のために，航空機の受入能力向上を図りますボーディングブリッジや搭乗待合室の整備，

あるいは国際便の本格対応に向けました税関や入管，そして検疫などの施設の整備，さら

には南海トラフ巨大地震等の大規模災害時には広域応援部隊の活動拠点など，防災機能を

併せ持ちますリバーシブルな施設といたしまして，平成29年度中の供用開始に向け，現在，

秋の着工を目指し取り組んでおるというところでございます。空港の機能強化が完了しま

した際には，国際線につきましては定期チャーター便，それの延長線上として我々が目指

しております定期便の就航によりますインバウンドの獲得を目指しますとともに，国内線

におきましても，この７月１日から福岡便がジェット化をされるということもありまして，

ボーディングブリッジが新たにできましたら，その福岡便につきましても，ボーディング

ブリッジから直接搭乗ができるという状況になってございます。それと，現在，航空機が

何機も止まっているというときになりますと，搭乗待合室が混雑するというところもある

んですが，そこの混雑の緩和など，県民の皆様はもとより，空港利用者の方の利便性の向

上を図ることができるというふうに考えております。こうしたことを平成29年度，１日も

早く実現できるように，しっかりと取り組んでまいりたいというふうに考えております。

元木委員

利便性の向上という観点で取り組んでいただけるということでございまして，１日も早

い完成とともに利用促進に向けた取組というのも合わせて進めていただいて，その新しい

ボーディングブリッジの効果が最大限に引き出せるような取組を進めていただきたいと思

います。先ほどもちょっとすだちジュースの話もしましたけれども，例えば，早めに朝食

を食べられるような店を開いてあげて，初便で乗られるような方のための食事なんかも充

実してほしいという要望もありますので，こういったきめ細かい利用者のニーズにも対応

していただけますようにお願いを申し上げる次第でございます。このボーディングブリッ

ジも，事業の必要性についてかなり批判される方もおいでておるようでございますので，

こういった批判にも答えられるようなボーディングブリッジのきちんとした取組を進めて

いただきたいと思います。

それと観光関係で少し，先ほども瀬戸内海等の話もありましたけれども，私自身も関西

広域連合議会のほうで，今，観光の取組も進めていただく中で，先ほどの川端委員の地元

であります鳴門市なんかは美の伝説という広域観光周遊ルートと瀬戸内のルートと両方に

またがるエリアであると。それと遍路道も含めれば三つの広域観光圏にかぶっておるとい

う中で，そういうルート設定にも関わらず，先ほどもありました宿泊者数が少ないと，全

国ワースト１位の県であるという事情があるわけでございます。そういう中で，私自身も

経済委員会でも少し申し上げたんですけれども，広域観光周遊ルートの中に徳島県の宿泊
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施設を是非はめ込んでいただくようなルート設定を旅行業者さんとタイアップして取り組

んでいただきたいというのが私の思いでございます。今，高齢者の方なんかと話をしてお

りますと，やはり，徳島県に誇る文化財，国文ですとか寺社仏閣というのは，本当にほか

にない価値のあるものでありますので，こういった文化財を活用した観光周遊ルートの設

定あるいは徳島ヴォルティスやインディゴソックスといったプロスポーツの観戦なんか

も，この観光と組み合わせてみていただいて，それで泊まって帰っていただくというよう

なことも可能なんじゃないかなと感じております。関西広域連合の美の伝説の例で言いま

すと，京都が中心で京都の方が事務局で進めているという事情もあるのか，京都で泊まっ

て京都から奈良，京都から大阪，京都から神戸みたいなルートで設定されておるので，半

分は京都で泊まるとか，そういう方も多いと聞いております。そういう中で，この宿泊者

増に向けた取組を今後どう進めていかれるのかといった点について，再度お伺いをしたい

と思います。

戸川国際企画課長

今，元木委員のほうから，広域観光周遊ルートを生かした宿泊者数増に向けての取組に

ついての質問を頂いております。委員おっしゃるとおり，この広域観光周遊ルート，関西

地域におきましては鳴門・徳島地区が拠点地区として認定されている地区となっておりま

す。そのルートには選ばれているのですが，実際に徳島に訪れてもらって，宿泊してもら

ってこそなんぼというのがこの周遊ルートの本来の目的達成ということになりますので，

そのためにも，私どもといたしましては，まず受入環境の整備も大切ですし，徳島の魅力，

お遍路さんだとか阿波藍だとか人形浄瑠璃だとかベートーベン第九アジア初演の地だと

か，そういった文化面でのＰＲ等もしっかり行いまして，それから県南地域のすばらしい

景色だとか県西部の雄大な自然だとか，そういったところも併せ持ちまして，関西からの，

外国人，日本人観光客も含めまして，徳島県への誘客を図り，宿泊してもらうように積極

的に商談会等において徳島県のＰＲを図ってまいりたいと考えております。

元木委員

是非，徳島県が誇る観光資源を最大限に活用して，これを宿泊者数アップにつなげてい

ただきたい，そのためにも，メーンとなる観光施設を有機的につなぐルートの整備ですと

か，それのＰＲ，また旅行業界との話合いによって，そういった何週間のツアーに，一日

だけでも徳島を組み込んでいただけるような努力を，是非，皆様方一丸となって進めてい

ただきたいということも要望させていただきたいと思います。

あと，今，徳島大学や，愛媛県でもこの間勉強させていただいたんですけれども，ビッ

グデータの活用というようなことも議論をされている中で，観光振興についてのビッグデ

ータの活用，私もこれから勉強したいなと思うんですけれども，観光客のどういった移動

手段で，どこからどこに移動するとか，どこで宿泊するとか，訪問目的ですとか，いろん

な角度で顧客分析等ができて，それをデータ化することで新しい観光施策の推進につなげ

ていくことができるんじゃないかなと期待をしているわけでございますけれども，このビ

ッグデータの活用ということについて，県としてどのような取組を行っておられるのか，

また今後どうしていきたいと考えているのかお伺いいたします。

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)



- 38 -

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)

松崎観光政策課長

委員から，ビッグデータの活用について御質問いただいております。ビッグデータにつ

いては，我々としてもニーズを分析するという観点で，いろんな御意見等のビッグデータ

を，現在検証しているところでございます。ただ，徳島のデータ件数が多くないというこ

ともございますが，このビッグデータの検証につきまして，現在，やっておるところでご

ざいますが，中には厳しい御意見等もでております。こういう中で，人の流れ，それから

何を目的にきているのかと，いろいろな分析というか情報が入っておりますので，今後，

旅行関係業のプロの方の御意見等々もお聞きしながら，また地元の旅館業の方，それから

実際きているお客様の声を再度集めまして，ビッグデータと併せて分析しながら今後の徳

島への誘客につなげてまいりたいと考えております。

重清委員

一点だけお伺いいたします。本会議の代表質問において，消費者庁等の移転について，

これまでの国の在り方を見直し，誠に地方創生を実現させる大きな一歩を踏み出すため，

是非とも実現させていただきたいという思いから，知事の決意を伺いました。知事からは，

明治開びゃく以来の大改革に向け，県議会をはじめ，県民の皆様とともに消費者庁等の徳

島移転を何としても成し遂げるとの強い覚悟で全力を傾注するという強い答弁がありまし

た。本会議の質問でも触れましたが，新聞報道のとおり，霞が関官僚の抵抗が強いことや

消費者行政が後退するなど全国の消費者団体などが反対していることも事実であります。

徳島でも共産党が反対をしております。しかしながら，東京一極集中を，このまま何もせ

ずにいれば，午前中，岡本委員が言われたように，人口減少が止まりません。徳島を含め

た地方は，人が出ていくばかりになります。国の省庁移転は地方への新しい人の流れを生

む突破口となる最後のチャンスであります。利便性，効率性の高い東京からの移転となれ

ば，様々な課題が出てくるのは当然のことでありますが，世界的な民間企業はＩＣＴを駆

使して，当たり前のように危機管理にも対応しております。とにかく，やってみて課題を

洗い出し，対応策を考えるのが実証実験で，やってみないと何も生まれません。冒頭に部

長から業務試験について報告がありましたが，我々県議会議員としてもしっかりと応援し

てまいりたいと考えております。８月末には移転の可否が出される予定で，最後の議会と

もなりますので，消費者庁等の業務試験を迎えるに当たっての部長の意気込みをお聞きい

たします。

小原危機管理部長

有り難いお言葉を頂きましてありがとうございます。いよいよ，７月４日から県庁10階

での消費者庁本体の業務試験がスタートいたします。重清委員おっしゃるとおり，国の省

庁移転は過度の東京一極集中を是正をして，地方への新しい人の流れを生む突破口となる

ものでございまして，今回の消費者庁の徳島移転は，正にその先例を付けるものと思って

おります。移転による効果は，本県にとりまして，本会議でも議論がございましたが，様

々な効果が生まれてくるものというふうに思っております。さらに，国におきましても，

徳島に消費者庁が移転することによりまして，新たな新次元の消費者行政が展開できるも
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のと，我々，考えておりますが，更にその上に，例えば，働き方改革でありますとか新た

な人材の確保など，これまでの国の形を大きく変えていく切っ掛けとなるものでありまし

て，その意義は大変大きいものというふうに認識をしております。そういった意味におき

ましても，今回，こられます消費者庁の職員の皆様におかれましては，消費者庁職員の，

自ら，自分たちが，この新しい国の形を作っていくんだ，霞が関の改革を自らやっていく

んだという熱い思いで，今回の業務試験に，是非臨んでいただきたいなあと切に願ってい

るところでございます。我々職員も，今回の業務試験が円滑に行われまして，消費者庁の

徳島移転につながるよう，全力でサポートをしてまいりたいと考えております。国の消費

者庁移転は，これまでも度々論じられてきたところでございますけれども進展をしなかっ

たという過去の歴史がございます。今回は各省庁からの提案ではなく，地方からの提案と

いうことで，本県が消費者庁の誘致を提案しております。これまで政治主導でここまでも

うわずかなところというところまでやってきております。正に，政府の本気度と我々地方

の覚悟が試されているのかなと思っているところでございます。今までできなかったこと

を，今やろうということでございますから，御批判もあって当たり前だと思います。それ

から課題もあろうと思っております。今回の業務試験を通じて様々な課題が出てこようか

と思います。それを一つ一つ丁寧にクリアをしていきたいというふうに思っております。

重清委員おっしゃっていただきましたこれまでの国の在り方を見直し，誠に地方創生を実

現させる大きな一歩を踏み出すというこの大きな大義ですね，それから大局観をしっかり

と胸に抱きまして，県議会の先生方と一緒になって，全力で徳島移転につなげてまいりた

いと思っておりますので，今後とも引き続き，御支援，御協力賜りますよう，よろしくお

願い申し上げます。

重清委員

徳島県民の多くはこの移転を望んでおります。それで期待をしております。やはり県民

の付託を受けた我々議会としてもそれにやっぱり応えていかなくてはならないと思ってお

りますし，先ほど山田委員が言われたように，まだ徳島県の弁護士はどうですかと。それ

ぐらいは早く聞いて，恐らく賛成と思いますよ，大西何々さんとかいう弁護士さんにも聞

いていただきたかったですよ。絶対反対はしてないと思いますけどね。ですから，あと８

月末まで２か月，もうちょっとですので，県議会も30日に閉会いたしますけど，知事，そ

して職員の皆さん，それから県民の皆さんと一緒に，できることは全力で協力してやって

いきますので，あと少しと思いますけれども，悔いの残らないようにみんなで頑張りたい

と思いますのでよろしくお願いします。

山田委員

今，るる，明治開びゃく以来というような話がありました。我々も地方創生，文字どお

り進めるんだったらいいんだけれども，やはりいろんな問題点が現実出てる。さっきから

出てる鳴門のほうの実験ですね。はじめ，徳島県は県内50人，県外19人と，69人きたよと。

しかし，その中で，三日間通じて出なかったメンバーが15人おると，これ事実かという点

が一点，そして，今，話があったように，全国からも注目されている地方創生でというん

だったら，鳴門の69人，37人，で，第３回目が17人，こういう数字になってきている。全
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国から徳島が消費者庁の移転，さっき話がありました，地方創生は影が薄れて一億総活躍

にシフトしているじゃないかと，今言われて，私も，総務委員会でもそのことを言ったん

ですけれども，やっぱりそういうふうな状況になって，一極集中是正と言っているけれど

も文化庁だけやないかと。全体見たらね，後は徳島だと。そしたら全国から応援がきて，

72人の定数が満杯になるというんやったら当たり前よ。それだったら分かる。しかし全国

からもそういうふうな結果になってないやないかと。この状況は何でやということについ

ても見ておかないといけないだろうと思うんです。そこらへんが，県民の皆さんに知らさ

れたり，鳴門のことがどうなっているのかなんかマスコミは報道してませんからね。そう

いうことも含めて，いったいどういうふうに考えているのかという点について，全国が地

方創生の応援団なら，こんな数字にはならんのとちゃうでと思いますけれども，明確な答

弁をお願いします。

小原危機管理部長

今，山田委員のほうから，鳴門の国民生活センターにおける研修の参加者が少ないので

はないかという御指摘を頂きました。我々，まず，事実関係だけ申し上げます。言いたい

ことはありますが事実関係だけ申し上げます。研修は国民生活センター主催で行っており

ます。募集も国民生活センターが募集を行っております。同じ研修を東京で２回，鳴門で

１回，同じ研修を３回，東京で２回，鳴門で１回行っております。

中山委員長

ほかに質疑はございませんか。

（「なし」と言う者あり）

それでは以上で質疑を終わります。

次に当委員会の県外視察についてでございますが，８月24日水曜日から８月26日金曜日

までの三日間の行程で，観光による交流促進，移住定住促進策等を調査するため，北陸，

中部，関東方面の関係施設等を視察したいと考えておりますので，よろしくお願いいたし

ます。

これをもって，地方創生対策特別委員会を閉会いたします。（14時23分）

平成28年６月24日(金) 地方創生対策特別委員会(付託)


